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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第81期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

３ 従業員数は就業人員数を表示しております。 

       ４ 第81期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式がないため、記載しており
ません。 

５ 提出会社の第82期については、平成17年11月21日付で株式1株を2株に分割しております。 

  

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) ― ― ― 2,610,694 8,264,141

経常利益 (千円) ― ― ― 934,789 1,958,250

当期純利益 (千円) ― ― ― 586,598 1,159,107

純資産額 (千円) ― ― ― 6,296,588 10,766,321

総資産額 (千円) ― ― ― 11,492,841 23,294,630

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― 177.79 131.02

１株当たり当期純利益 (円) ― ― ― 17.59 14.26

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― 14.13

自己資本比率 (％) ― ― ― 54.8 46.2

自己資本利益率 (％) ― ― ― 12.2 13.6

株価収益率 (倍) ― ― ― 22.68 27.00

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― △3,901,287 △6,660,662

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― 171,830 △1,058,980

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― 3,591,366 9,629,140

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) ― ― ― 852,208 2,774,012

従業員数 (人) 
― ― ―

103 161

(外、平均臨時雇用者数)   （176） （  266 ）



(2) 提出会社の経営指標等 

  

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 955,939 347,199 978,924 1,734,187 5,882,566

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) △102,645 △53,876 545,797 956,043 2,036,903

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(千円) △443,803 473,647 459,947 609,572 1,238,755

持分法を適用した場合 
の投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 800,000 800,000 800,000 2,061,788 3,719,288

発行済株式総数 (千株) 16,000 16,000 16,000 35,465 82,291

純資産額 (千円) 2,364,019 2,808,562 3,295,676 6,324,093 10,860,167

総資産額 (千円) 4,334,408 3,831,089 6,662,791 11,230,307 22,995,328

１株当たり純資産額 (円) 147.81 175.78 206.35 178.57 132.16

１株当たり配当額 
(１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
― 

(―)

2.50

(―)

5.00

(―)

5.00 

(―)

3.50

(0.50)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △27.74 29.63 28.79 18.31 15.28

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― 15.14

自己資本比率 (％) 54.5 73.3 49.5 56.3 47.2

自己資本利益率 (％) ― 18.3 15.0 12.7 14.4

株価収益率 (倍) ― 3.5 12.5 21.8 25.20

配当性向 (％) ― 8.4 17.3 27.3 22.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 37,130 △148,714 △1,600,603 ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 108,703 1,018,142 △272,538 ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △163,288 △554,127 2,159,603 ― ―

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 384,068 699,368 985,830 ― ―

従業員数 (人) 41 10 13 10 7



  
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第80期以前の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。第81

期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。 

３ 従業員数は就業人員数を表示しております。 

４ 第79期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２号)

及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用方針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適

用指針第４号)を適用しております。 

５ 持分法を適用した場合の投資利益は、第79期までは関連会社がないため、第80期は関連会社の重要性が乏しいため、第81

期より連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

６ 第81期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロ
ー、財務活動によるキャッシュ・フロー、及び現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。 

    ７ 第82期については、平成17年11月21日付で株式1株を2株に分割しております。 

  



２ 【沿革】 

  

昭和22年３月 福岡市薬院堀端７番地において西日本紡織株式会社を設立し、同時に三潴郡(現久留米市)に荒木

工場を建設、同年自動織機400台による操業を開始。 

昭和23年５月 商号を西日本紡績株式会社に変更。同年荒木工場において染色部門の操業を開始。 

昭和24年４月 福岡県春日市に福岡工場を建設し、スフ紡績による操業を開始。

昭和24年６月 福岡証券取引所に株式を上場。 

昭和25年６月 福岡工場第２期工事完了により綿紡績に生産品種を転換。

昭和27年４月 荒木工場の染色部門を分離し、九州染工株式会社を設立。

昭和28年８月 福岡工場綿紡績設備の一部を梳毛紡績設備に転換。

昭和28年11月 本社を福岡市薬院堀端７番地より福岡県春日市に移転。

昭和34年８月 荒木工場の織布部門を分離し、九州染工株式会社に吸収せしめ日本繊維化工株式会社を設立。 

昭和36年９月 大阪証券取引所市場第２部に株式を上場。

昭和40年１月 繊維新法施行により一部設備を破砕。

昭和44年10月 福岡工場内に綿紡績新工場を建設。

昭和45年５月 第46回定時株主総会において決算期を毎年３月31日の年１回に変更決議。

昭和46年４月 綿紡績新工場の第２次設備を完了し、完全操業を開始。

昭和48年11月 梳毛紡績設備について、市況悪化を見越して閉鎖。

昭和50年10月 熊本県泗水町に熊本工場を建設し、化合繊糸、同織物による操業を開始。

昭和54年４月 

  

津島毛糸紡績株式会社と合併し、新日本紡績株式会社と社名を変更。津島工場、同分工場として

梳毛糸、合繊糸による操業を継承。 

昭和55年12月 熊本工場の増設を完了。 

昭和57年４月 福岡工場内に空気精紡機工場を新設し操業を開始。

昭和61年７月 津島分工場を閉鎖。 

平成２年３月 

  

熊本工場の化合繊紡績設備を撤去(平成元年７月)、オートコロ精紡機を設置し、綿糸の生産操業

を開始。 

平成４年10月 福岡工場にエステル・綿混紡糸設備を増設し操業を開始。

平成５年４月 福岡工場内の第一工場を焼失。 

平成６年３月 福岡工場を閉鎖。

平成６年７月 福岡工場跡地売却。 

平成６年10月 本社を福岡県春日市より熊本県菊池郡泗水町に移転。

平成８年６月 名古屋市においてオフィスビルの賃貸業を開始。

平成８年９月 浜松市及び土岐市においてボウリング事業を開始。

平成12年３月 津島工場を閉鎖。

平成14年５月 熊本工場を閉鎖し、紡績事業から完全撤退。



(注) 平成18年５月に株式会社エー・アイ・プロパティーズ（旧社名株式会社石野コーポレーション）を株式譲受により子会社と

する。 

  

平成15年１月 親会社が都築紡績株式会社からアセット・マネジャーズ株式会社に異動。

平成15年４月 名古屋事務所開設。 

平成15年６月 本社を熊本県菊池郡泗水町から現在地(愛知県名古屋市)へ移転。

平成15年７月 社名をアセット・インベスターズ株式会社へ変更。

平成16年３月 
中華人民共和国広東省において、繊維事業に進出(現連結子会社佛山市南海新日紡紡織服飾有限
公司)。 

平成16年７月 株式会社アセット・オペレーターズ(現連結子会社)を株式譲受により子会社とする。 

平成16年11月 株式会社アセット・オペレーターズが大阪府松原市、大阪府八尾市においてスイミングスクール
事業を開始。 

平成17年７月 浜松市及び土岐市のボウリング事業を株式会社アセット・オペレーターズに営業譲渡。 

平成17年７月 株式会社アセット・オペレーターズが茨城県坂東市においてボウリング＆アミューズメント施設
「AMPLEX坂東」を開業。 

平成17年12月 株式会社アセット・オペレーターズが愛媛県松山市においてホテル「JALシティ松山」を開業。 



３ 【事業の内容】 

 当社グループは、当社と親会社である株式会社エフ・アール・ホールディング、アセット・マネジャーズ株式会社、及び当社100%

出資子会社である株式会社アセット・オペレーターズ、佛山市南海新日紡紡織服飾有限公司より構成されております。なお、株式会

社エフ・アール・ホールディングはアセット・マネジャーズ株式会社（大阪証券取引所 ヘラクレス市場上場）の100%出資子会社で

あります。また、当社グループはマーチャント・バンキング事業（企業投資、不動産投資、アレンジメント＆アドバイザリー）、ホ

スピタリティ＆ウェルネス事業（ボウリング、アミューズメント、ホテル、スイミング・スクール）、繊維事業を展開しておりま

す。親会社であるアセット・マネジャーズ株式会社は資産流動化を中心とするマーチャント・バンキング事業（不動産ファンド事業

及びＭ＆Ａ事業、不動産事業、その他の事業）を展開しております。 

なお、当連結会計年度において当社グループ（当社及び関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。また、主

要な関係会社についても異動はありません。 

  

＜事業系統図＞ 

  

以上述べた事項を事業系統図に示すと次のとおりであります。なお、事業の種類別セグメント 

と同一の区分であります。 

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ アセット・マネジャーズ株式会社の100％出資子会社であります。 

２ 株式会社エフ・アール・ホールディングの親会社であるアセット・マネジャーズ株式会社より当連結会計年度末現在、

取締役１名、監査役１名を受け入れています。 

３ 議決権の所有（被所有）割合の〔 〕内は、間接所有割合で内数となっております。 

４ 有価証券報告書を提出しております。 

５ 当連結会計年度末現在、当社取締役１名が取締役を兼任しております。 

６ 株式会社アセット・オペレーターズについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割

合が10％を超えております。 

   主要な損益情報等 ① 売上高     2,553,206千円 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就業人員であります。 

   ２ 前期に比べ従業員が58名増加しておりますが、その主な理由は運営するホテルの増加によるものであります。 

会社の名称 住所 資本金
(千円) 

主たる事業
の内容 

議決権の所有
（被所有）割合

(％) 
関係内容 

（親会社） 
株式会社 
エフ・アール・ホールディング 

東京都千代田区 10,000 持株会社 (54.87) 注１ 

(親会社) 
アセット・マネジャーズ 
株式会社 

東京都千代田区 16,364,622

不動産流動化
事業、コンサ
ルタント、M
＆A仲介等 

(54.87)
〔54.87〕 注２．３．４ 

（連結子会社） 
株式会社 
アセット・オペレーターズ 

東京都千代田区 220,000

ボウリング、
ホテル、スイ
ミング・スク
ール運営 

100.0 注５. ６ 

（連結子会社） 
佛山市南海新日紡紡織服飾 
有限公司 

中華人民共和国 
広東省 佛山市 
南海区 

60,000 繊維事業 100.0

（持分法適用関連会社） 
Sino-JP Assets  Management 
Co.,LTD 

英国領ケイマン諸島 100米ドル
ファンド資産
の運用 25.0

② 経常損失 70,098千円

③ 当期純損失 71,093千円

④ 純資産額 16,806千円

⑤ 総資産額 414,157千円

事業の種類別セグメントの名称 
従業員数(名)

(外、平均臨時雇用者数) 

ホスピタリティ＆ウェルネス事業   

  
ボ ウ リ ン グ ＆ ア ミュ
ー ズ メ ン ト 事 業 

                 10（ 49） 

  ホ テ ル 事 業                                 112（146） 

  スイミング・スクール事業                                    19（ 67） 

小計 141（262） 

その他事業 13（ 4） 

マーチャント・バンキング事業 7 
  全社（共通） 

合計 161（266） 



(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含む総支給額であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は安定しております。 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

7 39.5 1.0 4,664 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国の経済環境は、昨年来景気を牽引してきている輸出や鉱工業生産が引き続き高

水準で推移する下で、堅調な設備投資と好調な企業収益を背景とし、着実に景気は回復基調にあります。この景

気回復を反映し、雇用者所得も緩やかに増加し、個人消費も着実に改善傾向にあります。一方、金融面において

は、日銀が5年ぶりに量的金融緩和政策を解除する等の動きは見られるものの、総じてみれば緩和状態が継続して

おり、株式や不動産などの資産価格に引き続きプラスの影響を及ぼしております。ただ、近時、金融庁が、金融

機関の不動産融資に係る監視を強化する傾向にある等の変化も出てきており、国内の不動産市況への影響が懸念

されます。 

企業活動においては、新会社法制定に伴う内部統制システム構築等のコーポレート・ガバナンスが強化される

一方で、市場の競争原理に基づく柔軟な経営活動をサポートする様々な制度が導入可能となり、従来以上に企業

のＭ＆Ａや再編の機会は拡大傾向にあります。また、不動産業界においては、好調な不動産市況に相俟って日本

版ＲＥＩＴ（不動産投資信託）も急成長を続けており、今後も不動産流動化市場の拡大が見込まれます。 

このような環境下におきまして、当社の企業・不動産投資を中心とするマーチャント・バンキング事業は、ま

すますビジネス機会が増加しております。特に、企業投資においては、当社の強みであるマーチャント・バンク

事業のノウハウ及び情報ネットワークを活用し、日本国内のみならずアジアを中心とする海外案件も含め、投資

残高及び投資収益は急拡大しております。 

    当連結会計年度におけるマーチャント・バンキング事業は、一昨年から投資を開始した国内外の企業投資部門

が本格的に収益に貢献し始めた他、不動産投資事業や不動産賃貸事業による投資収益も引き続き堅調に推移し、

従来から目標としておりました企業投資と不動産投資のバランスが取れた収益構造の実現を達成することができ

ました。その結果、マーチャント・バンキング事業の売上高につきましては、前年同期比289.8%増の5,829百万

円、営業利益につきましては、前年同期比109.1%増の2,483百万円となりました。 

    ホスピタリティ&ウェルネス事業につきましては、当連結会計年度にボウリング事業を当社子会社である株式会

社アセット・オペレーターズに営業譲渡し、同社にホスピタリティ＆ウェルネス事業を集約し、経営の効率化を

図った他、昨年7月にボウリング＆アミューズメント施設「AMPLEX坂東」（茨城県坂東市）、昨年12月にホテル

「JALシティ松山」（愛媛県松山市）の施設が新たに加わり、着実に事業の拡充を進めております。また、当連結

会計年度から、ホテル・スイミング事業の収益が通期計上となったこともあり、ホスピタリティ＆ウェルネス事

業の売上高につきましては、前年同期比138.1%増の2,606百万円、営業利益につきましては147百万円（前期は営

業損失33百万円）となりました。 

    その他事業につきましては、中華人民共和国における繊維事業の売上高が83百万円となりました。 

    以上の結果当連結会計年度における売上高につきましては、前年同期比216.5%増の8,264百万円、営業利益につ

きましては、前年同期比110.6%増の2,094百万円となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、マーチャント・バンキング事業に

おける営業投資有価証券、営業出資金及びたな卸資産への投資による支出があったものの、株式の発行による資金

調達並びに長短借入金による資金調達、社債発行による資金調達を行ったことにより、2,774百万円となりました。

    各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

なお、当社は前連結会計年度から連結財務諸表を作成しており、ホテル・スイミング事業が前連結会計年度途中

からの連結対象となり通期計上でないため、前年同期対比をしておりません。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

    営業活動の結果、使用した資金は、6,660百万円となりました。その主な要因は、税金等調整前当期純利益が

2,001百万円ある一方で、積極的な投資活動により、営業投資有価証券が4,272百万円、営業出資金が3,104百万

円、たな卸資産が929百万円それぞれ増加したことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

    投資活動の結果、使用した資金は、1,058百万円となりました。その主な要因は、有形固定資産の取得による支

出683百万円、投資有価証券に取得による支出216百万円、長期貸付による支出183百万円、及び敷金保証金の差入

による支出70百万円によるものであります。なお、当社は不動産、企業への投資を主な営業活動としており、そ

のための資金使途は営業活動によるキャッシュ・フローに区分しております。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

    財務活動の結果、得られた資金は、9,629百万円となりました。その主な要因は、長期借入金の返済673百万円

を行う一方で、新株予約権付社債の発行による収入4,987百万円及び、株式の新規発行による収入2,321百万円、

短期借入金1,674百万円、長期借入金1,542百万円の借入がなされたことによるものであります。 

  
  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

生産実績は、その他事業に実績はありますが、全セグメントの合計額に占める割合が低いため、記載を省略して

おります。 

(2) 受注状況 

主な受注は不動産流動化関連であり、極めて個別性の高い取引であるため、記載を省略しております。 

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントに示しますと、次のとおりであります。 

  

(注) 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

   当社グループは、国内外の企業投資及び不動産投資から成るマーチャント・バンキング事業を、コア事業部門と位置づけてお

りますが、当事業は外部環境の追い風もあり、投資残高と投資収益はともに急拡大してきております。この状況に鑑み、当事業

の執行・管理体制を強化する目的で、平成17年6月より「投資戦略委員会」を設置し、外部からマーチャント・バンキング事業の

専門家を、当社の経営顧問として招聘し、投資案件の全プロセスにおいて、組織的に投資事業の運営・管理の強化に取り組んで

おります。 

   また、平成19年3月期より取締役会の内部組織として、社長を委員長として、社内委員及び外部の弁護士や公認会計士等の社外

委員から構成される「コンプライアンス・リスク管理委員会」を設置しました。本年5月に施行された新会社法の下で、マーチャ

ント・バンキング事業を中心に当社グループ全体に係るコンプライアンスやリスクの内部統制システムの強化を図ります。この

ような管理強化に努めながら、当社グループの金融・不動産ノウハウを活用することにより、将来に向けて収益が見込まれる分

野に積極的に参入し、当社が経営目標として掲げる「グローバル・マーチャント・バンキング」事業への展開・拡充を図り、株

主の皆様の期待に応えていく所存であります。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％) 

マーチャント・バンキング事業 5,574,015 272.8 

ホスピタリティ＆ウェルネス事業 2,606,697 138.1 

その他事業 83,429 304.9 

合計 8,264,141 216.5 



４ 【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがありま

す。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年６月27日）現在において当社が判断し

たものであります。 

(1) 不動産流動化物件の取得変動による業績リスク 

当社のマーチャント・バンキング事業の中で、不動産流動化関連の売上はその対象となる不動産物件の集合

であり、極めて個別性の高い取引であります。今後の不動産流動化商品市場はその拡大成長が見込まれてお

り、また企業においても経営効率を重視すると共に平成17年度に導入された減損会計や時価会計の影響を受

け、今後企業の財務内容改善ニーズはますます強くなると思われます。 

このようなフォーローの風が吹く市場環境ではありますが、競合他社との熾烈な物件発掘競争、入札競争を

勝ち抜いて物件の取得に至ります。当社が予定した程の物件が取得できない場合には、当社グループの経営成

績に影響を及ぼす可能性があります。 

(2) 災害等の影響による業績リスク 

当社はマーチャント・バンキング事業の中で、不動産ファンドに複数の匿名組合出資をしております。現

状、ファンドに組み込まれたそれぞれの物件は関東、中部、関西、中国、四国、九州のエリアにありますが、

この地域が大規模な地震や津波等の災害に見舞われて物件の価値が毀損し出資金が回収で出来ない場合には、

当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

また賃貸事業においても、名古屋、熊本、関東地区にそれぞれ賃貸物件を所有しておりますが、大規模な災

害に見舞われて物件価値が毀損し賃料収入が見込めなくなる場合には、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性

があります。 

(3) 賃貸事業におけるテナント変動による業績リスク 

当社のマーチャント・バンキング事業の中で、賃貸事業を名古屋、熊本、関東地区において行っておりま

す。これら賃貸物件と同じ商圏の中で、賃貸物件の新規供給あるいは賃料相場の急激な変動等の要因でテナン

トが退去し賃料収入が減少する場合には、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

(4) ホスピタリティ＆ウェルネス事業における競合店の出現による業績リスク 

当社グループのホスピタリティ＆ウェルネス事業の中で、ボウリングセンターを岐阜県と静岡県、茨城県

で、ホテルを大阪府と愛媛県で、またスイミング・スクールを大阪府で展開しております。これらと同じ商圏

の中で、新規にボウリングセンター、ホテル、スイミング・スクールのオープンがあるような場合、顧客の争

奪戦がおこり、当社が期待するほどの収入を得ることが出来ず、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

(5) 特有の法的規制等によるリスク 

       当社グループの主要な事業にかかる法的規制は以下のとおりであります。当社グループでは、 

法的規制の遵守を徹底しており、これまで行政処分を受けたことはありませんが、今後、何らかの理由により

当社グループが行政処分を受けた場合には、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

①宅地建物取引業法 

           不動産の販売、賃貸、仲介を行うには「宅地建物取引業法」に基づく免許が必要であり、当社は同免許を

取得しております（愛知県知事(1)第19802号）が、何らかの理由により業務停止命令あるいは免許取消処分

を受けた場合等には、当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。 

②貸金業の規制等に関する法律 

 金融機関を含めた外部関係者との資金調達に係る調整業務を行うため、貸金斡旋業にあたる可能性がある

との考えから、「貸金業の規制等に関する法律」に基づく登録が必要であり、当社は同登録を行っておりま



す（登録番号：愛知県知事(1）第03936号）が、何らかの理由により業務停止命令あるいは免許取消処分を受

けた場合等には、当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。 

③信託業法 

      平成16年12月30日に施行された信託業法の改正により、信託の受益権の販売又はその代理若しくは媒介を

行う営業を営む場合には「信託業法」に基づく内閣総理大臣の登録が必要であり、当社は同登録を行ってお

ります（登録番号：東海財務局長（売信）第6号）が、何らかの理由により業務改善命令あるいは登録取消処

分を受けた場合等には、当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。 

④資産の流動化に関する法律 

      日本国内においてＳＰＣ（特別目的会社）を設立するには、「資産の流動化に関する法律」に基づく特定

目的会社、旧商法に基づく株式会社、旧有限会社法に基づく有限会社のいずれかを利用することになりま

す。「資産の流動化に関する法律」上の特定目的会社を設立して、資産流動化を行う場合には、「資産の流

動化に関する法律」の規制を受けることになります。   

なお当社は、ＳＰＣ法上の特定目的会社を利用するスキームはとっていないため、同法の制約を直接受け

ることはありません。 

⑤ボウリング事業 

      ボウリング場を運営するには、「不当景品類及び不当表示防止法」や「風俗営業等の規制及び業務の適正

化等に関する法律」等の規制を受けます。 

⑥ホテル事業 

      ホテルを営業するには、「旅館業法」に基づく営業許可及び「建築基準法」、「消防法」等関連法令の規

制を受けます。 

⑦スイミング・スクール事業 

   プールの施設の建設は、「建築基準法」において、工業地域、準工業地域、商業地域、近隣商業地域、準住

居地域、第二種住居地域では、条件付で認められております。また、プールを営業するには、各地条例により

営業許可が必要になります。 

(6)  海外での事業活動に係るリスク 

   当社グループは、中華人民共和国の企業への投資及び、同国にあります子会社である佛山南海新日紡紡織服

飾有限公司が工場を操業しております。当該国の政治、経済、治安等について、状況の変化によっては、円滑

な投資資金の回収、工場の操業に支障をきたす可能性があります。 

 (7) 小規模組織であることのリスク 

当社は、平成18年３月31日現在、取締役６名、監査役４名、従業員７名と小規模組織であります。内部管理

体制もこのような規模に応じたものとなっております。当社では今後事業の拡大にともない、外部からの採用

を含めた人材育成に努め、内部管理体制及び業務遂行体制の一層の充実を図る方針であります。 

しかしながら、将来的に適切かつ十分な人材の確保、育成ができなかった場合には、人材の不足等により、

当社の事業活動に支障が生じる可能性があります。 

(8) 発行済株式総数の過半数を所有する親会社の支配下にあるリスク 

当社は、当社の発行済株式総数の54.87％（平成18年３月31日現在）の議決権を所有する実質の親会社アセッ

ト・マネジャーズ株式会社の支配下にあります。当社の主力事業となっているマーチャント・バンキング事業

については、当社のみならず親会社および親会社グループの不動産、金融ノウハウも活用して展開をしており

ます。 

この親子関係に変化が生じた場合には、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

平成18年５月31日に、株式会社石野コーポレーションの株式の100％を取得し、子会社といたしました。 

詳細は「重要な後発事象」参照。 

  

  

６ 【研究開発活動】 

特記事項はありません。 

  

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。 

(1）重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。 

当社グループは、この連結財務諸表の作成にあたって、有価証券の減損、減価償却資産の耐用年数の設定、税

効果会計等に関して、過去の実績や当該取引の状況に応じて、合理的と考えられる見積り及び判断を行い、その

結果を資産・負債や収益・費用の金額に反映して連結財務諸表を作成しております。 

(2）財政状態の分析 

①資産 

当社の有価証券、営業投資有価証券、営業出資金及びたな卸資産の増加等により、当連結会計年度末の資産合

計は23,294百万円となりました。 

②負債 

当社の短期借入金及び新株予約権付社債の増加等により、当連結会計年度末の負債合計は12,528百万円となり

ました。 

③資本 

当社の第三者割当増資2,340百万円、新株予約権付社債の転換975百万円により、当連結会計年度末の資本合計

は10,766百万円となりました。 

(3）経営成績の分析 

①売上高 

売上高は8,264百万円となりました。マーチャント・バンキング事業において、一昨年から投資を開始した国

内外の企業投資部門が本格的に貢献し始めた他、不動産投資事業や不動産賃貸事業による投資収益も引き続き

堅調に推移し、また、ホテル、スイミング事業の収益が通期計上となったこと等により大幅に増加いたしまし

た。さらには新たに取得したホテルやアミューズメント施設により、当社グループの事業規模は大幅に拡大い

たしました。 

②売上原価、販売費及び一般管理費 

ホテル及びスイミング事業が通期計上となったことと、新たに取得したホテルやアミューズメント施設の運営

を手がけるなど、当社グループの事業規模が大幅に拡大したことに伴い、売上原価は4,063百万円、販売費及び

一般管理費については、2,106百万円となました。 

③営業利益 

上記の結果、当連結会計年度の営業利益は2,094百万円となりました。 

④営業外損益 

免税事業者消費税等による収益37百万円などにより、営業外収益については61百万円となりました。営業外費

用については、事業規模拡大により借入金の支払利息が138百万円となる等、合計で197百万円となりました。 

⑤特別損益 

特別利益については、当連結会計年度は71百万円となりました。これは、当社が保有する投資有価証券の一部

を売却したことによる売却益70百万円等によるものであります。特別損失については、27百万円を計上いたしま

したが、役員退職慰労金、前期損益修正損によるものであります。 

⑥法人税等 

当連結会計年度の法人税等は、842百万円となりました。 

   ⑦当期純利益 

     税金等調整前当期純利益は2,001百万円となり、税効果会計適用後の法人税等負担額は842百万円となりまし



た。その結果、当連結会計年度における当期純利益は1,159百万円となりました。 

  
  
(4）資金の源泉及び流動性 

①キャッシュ・フロー分析 

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの概況については、「１ 業績等の概要 (2)キャッシュ・フロー

の状況」に記載のとおりであります。 

②資金需要 

当社グループの資金需要は、おもにマーチャント・バンク（投資銀行）としての企業価値向上を目的としたＭ

＆Ａ事業や不動産投資事業における投資資金であります。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度において実施した設備投資の総額は683百万円であります。このうち主なものは、賃貸用不動産購入

400百万円、新規ボウリング場オープンに伴う設備費232百万円に係るものであります。 

  

  

２ 【主要な設備の状況】 

(１）提出会社 

平成18年３月31日現在 

(注) その他は構築物及び工具器具備品の合計金額であります。なお、金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数
(人) 

建物 機械装置
土地
(面積㎡) 

その他 合計 

星ヶ丘パーク
ビル 
(愛知県名古屋
市千種区) 

マ ー チ ャ ン
ト・バンキン
グ事業及び全
社 

賃貸ビル 197,938 ―
261,318

(    450)
174 459,432 3

熊本事業所 
(熊本県菊池
市) 

マ ー チ ャ ン
ト・バンキン
グ事業 

賃貸 524,842 ―
42,108
(38,892)

6,372 573,323 1

ログボート117 
（埼玉県入間
市） 

マ ー チ ャ ン
ト・バンキン
グ事業 

賃貸倉庫 210,129 ―
189,000
(4,277)

― 399,129 0

浜松セントラ
ルボウル 
(静岡県浜松
市) 

ホスピタリテ
ィ＆ウェルネ
ス事業 

ボウリング
場 

228,494 29,359
961,962
( 3,069)

2,893 1,222,710 0

土岐グランド
ボウル 
(岐阜県土岐
市) 

ホスピタリテ
ィ＆ウェルネ
ス事業 

ボウリング
場 

78,391 37,100
468,904
(10,860)

7,992 592,389 0

AMPLEX坂東 
（茨城県坂東
市） 

ホスピタリテ
ィ＆ウェルネ
ス事業 

アミューズ
メント＆ボ
ウリング場 

196,339 1,795 ― 25,568 223,704 0

その他 
(東京都港区他 
2ヶ所) 

マ ー チ ャ ン
ト・バンキン
グ事業 

賃貸 20,685 ―
48,135
(145)

255 69,076 0



(２）国内子会社 

平成18年２月28日現在 

(注) １ その他は構築物及び工具器具備品、及び運搬具の合計金額であります。なお、金額には、消費税等は含まれておりません。

   ２ 上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。 

(注) 上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

  

（３）在外子会社 

平成17年12月31日現在 

(注) その他は構築物及び工具器具備品、及び運搬具の合計金額であります。なお、金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数
(人) 
(外、平
均臨時雇
用者数)

建物 機械装置
土地
(面積㎡)

その他 合計 

株 式 会 社 
アセット・
オペレータ
ーズ 

ホテル日航
茨城  大阪
(大阪府茨
木市) 

ホスピタ
リティ＆
ウェルネ
ス事業 

ホテル 2,758 1,211 ― 12,701 16,670 
 77
(105) 

ホテルＪＡ
Ｌシティ松
山（愛媛県
松山市） 

ホスピタ
リティ＆
ウェルネ
ス事業 

ホテル ― 234 ― 1,102 1,336 
35
(41) 

AMPLEX坂東 
（茨城県坂
東市） 

ホスピタ
リティ＆
ウェルネ
ス事業 

アミュー
ズメント
＆ボウリ
ング場 

― 2,260 ― 12,479 14,739 
４
(27) 

その他 
（大阪府松
原市他 3ヶ
所） 

ホスピタ
リティ＆
ウェルネ
ス事業 

ボウリン
グ 場、ス
イ ミ ン
グ・ス ク
ール 

5,516 ― ― 5,143 10,659 
25
(89) 

会社名 事業所名(所在地) 
事業の種類別セグメ
ントの名称 

設備の内容 
年間賃借及びリース料 

（千円） 

提出会社 AMPLEX坂東
（茨城県坂東市） 

ホスピタリティ＆ウ
ェルネス事業 

店舗（賃貸）
64,916 

AMPLEX坂東
（茨城県坂東市） 

ホスピタリティ＆ウ
ェルネス事業 

ボウリング設備
（リース） 

13,721 

株 式 会 社 
アセット・
オペレータ
ーズ 

ホテル日航茨城 大阪
(大阪府茨木市) 

ホスピタリティ＆ウ
ェルネス事業 

ホテル設備
（賃貸） 

254,400 

ホテル日航茨城 大阪
(大阪府茨木市) 

ホスピタリティ＆ウ
ェルネス事業 

ホテルシステム
設備(リース) 

  4,036 

ホテルJALシティ松山
(愛媛県松山市) 

ホスピタリティ＆ウ
ェルネス事業 

ホテル設備
（賃貸） 

33,036 

松原スイミング 
(大阪府松原市) 

ホスピタリティ＆ウ
ェルネス事業 

スイミング・ス
クール設備(賃
貸) 

 1,680 
八尾スイミング 
(大阪府八尾市) 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数
(人) 

建物 機械装置
土地
(面積㎡)

その他 合計 
(外、平均
臨時雇用
者数) 

佛山南海新
日紡紡織服
飾有限公司 

新日紡紡織
服飾工場(中
華人民共和
国) 

その他事業  紡績 ― 6,385 ― 1,743 8,129 
13

（4） 



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

特にありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

特にありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

  

② 【発行済株式】 

  

（注） 提出日現在の発行数には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数

は、含まれておりません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 124,000,000

計 124,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 82,291,567 82,291,567
大阪証券取引所
市場第二部 
福岡証券取引所 

― 

計 82,291,567 82,291,567 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

①新株予約権 

  平成16年７月29日取締役会決議により付与 

（注）１ 新株予約権の行使の条件１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 
   ２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 

     また、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
   

  
     また、当社が存続会社となる合併により新株予約権が承継される場合、または当社が他社と株式交換により完全親会社と

なる場合、当社は払込金額を調整する。 

   ３ 平成17年６月24日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成17年11月21日付をもって普通株式１株を２株に分割したこと

により、「新株予約権の数」、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」、「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

  

株主総会の特別決議日 （平成16年６月25日） 

  事業年度末現在
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 1,132（注）1 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,132,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1株当たり220（注）2 同左 

新株予約権の行使期間 平成18年６月25日～

平成21年６月24日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  220
資本組入額 110 

同左 

新株予約権の行使の条件  新株予約権の割り当てを受けた
ものは、権利行使時においても、
当社の取締役、監査役若しくは従
業員の地位にあることを要する。
ただし、任期満了による退任、定
年退職等その他正当な理由のある
場合はこの限りではない。 
新株予約権の前日の証券取引所
における当社普通株式取引の終値
が1株当たり払込金額の1.5倍以上
であることを要する。 
その他条件は、総会及び新株予
約権発行の取締役会決議に基づ
く、当社と新株予約権の割り当て
を受けたものとの間で締結した
「新株予約権割当契約書」の約定
による。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡、質入その他
処分は認めない。 

同左 

調整後払込価格＝ 調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率 

      
既発行株式数 

新発行株式数＋1株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝  調整前行使価額 × 
新株式発行前の時価 

既存発行株式数＋新規発行株式数 



  平成17年４月13日取締役会決議により付与 

（注）１ 新株予約権の行使の条件１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 
   ２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 

     また、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
   

  
     また、当社が存続会社となる合併により新株予約権が承継される場合、または当社が他社と株式交換により完全親会社と

なる場合、当社は払込金額を調整する。 

   ３ 平成17年６月24日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成17年11月21日付をもって普通株式１株を２株に分割したこと

により、「新株予約権の数」、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」、「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

  

  

  

  

  

株主総会の特別決議日 （平成16年６月25日） 

  事業年度末現在
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 68（注）1 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 68,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1株当たり208（注）2 同左 

新株予約権の行使期間 平成18年６月25日～

平成21年６月24日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  208

資本組入額 104 
同左 

新株予約権の行使の条件  新株予約権の割り当てを受けた
ものは、権利行使時においても、
当社の取締役、監査役若しくは従
業員の地位にあることを要する。
ただし、任期満了による退任、定
年退職等その他正当な理由のある
場合はこの限りではない。 
新株予約権の前日の証券取引所
における当社普通株式取引の終値
が1株当たり払込金額の1.5倍以上
であることを要する。 
その他条件は、総会及び新株予
約権発行の取締役会決議に基づ
く、当社と新株予約権の割り当て
を受けたものとの間で締結した
「新株予約権割当契約書」の約定
による。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡、質入その他
処分は認めない。 

同左 

調整後払込価格＝ 調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率 

      
既発行株式数 

新発行株式数＋1株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝  調整前行使価額 × 
新株式発行前の時価 

既存発行株式数＋新規発行株式数 



  平成17年８月９日取締役会決議により付与 

（注）１ 新株予約権の行使の条件１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 
   ２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 

     また、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
   

  
     また、当社が存続会社となる合併により新株予約権が承継される場合、または当社が他社と株式交換により完全親会社と

なる場合、当社は払込金額を調整する。 

   ３ 平成17年６月24日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成17年11月21日付をもって普通株式１株を２株に分割したこと

により、「新株予約権の数」、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」、「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

  

  

  

  

  

株主総会の特別決議日 （平成17年６月24日） 

  事業年度末現在
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 1,142（注）1 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,142,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1株当たり404（注）2 同左 

新株予約権の行使期間 平成19年６月25日～

平成22年６月24日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  404
資本組入額 202 

同左 

新株予約権の行使の条件  新株予約権の割り当てを受けた
ものは、権利行使時においても、
当社の取締役、監査役、顧問若し
くは従業員の地位にあることを要
する。ただし、任期満了による退
任、定年退職等その他正当な理由
のある場合、または取締役会にお
いて承認された場合はこの限りで
はない。 
新株予約権の前日の証券取引所
における当社普通株式取引の終値
が1株当たり払込金額の1.5倍以上
であることを要する。 
その他条件は、総会及び新株予
約権発行の取締役会決議に基づ
く、当社と新株予約権の割り当て
を受けたものとの間で締結した
「新株予約権割当契約書」の約定
による。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡、質入その他
処分は認めない。 

同左 

調整後払込価格＝ 調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率 

      
既発行株式数 

新発行株式数＋1株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝  調整前行使価額 × 
新株式発行前の時価 

既存発行株式数＋新規発行株式数 



  平成17年11月15日取締役会決議により付与 

（注）１ 新株予約権の行使の条件１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 
   ２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 

     また、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
   

  
     また、当社が存続会社となる合併により新株予約権が承継される場合、または当社が他社と株式交換により完全親会社と

なる場合、当社は払込金額を調整する。 

   ３ 平成17年６月24日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成17年11月21日付をもって普通株式１株を２株に分割したこと

により、「新株予約権の数」、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」、「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

  

  

  

  

  

株主総会の特別決議日 （平成17年６月24日） 

  事業年度末現在
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 24（注）1 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 24,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1株当たり183（注）2 同左 

新株予約権の行使期間 平成19年６月25日～

平成22年６月24日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  183
資本組入額  92 

同左 

新株予約権の行使の条件  新株予約権の割り当てを受けた
ものは、権利行使時においても、
当社の取締役、監査役、顧問若し
くは従業員の地位にあることを要
する。ただし、任期満了による退
任、定年退職等その他正当な理由
のある場合、または取締役会にお
いて承認された場合はこの限りで
はない。 
新株予約権の前日の証券取引所
における当社普通株式取引の終値
が1株当たり払込金額の1.5倍以上
であることを要する。 
その他条件は、総会及び新株予
約権発行の取締役会決議に基づ
く、当社と新株予約権の割り当て
を受けたものとの間で締結した
「新株予約権割当契約書」の約定
による。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡、質入その他
処分は認めない。 

同左 

調整後払込価格＝ 調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率 

      
既発行株式数 

新発行株式数＋1株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝  調整前行使価額 × 
新株式発行前の時価 

既存発行株式数＋新規発行株式数 



②新株予約権付社債 

  平成13年改正旧商法341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

（注）当初発行価額によっております。新株予約権の行使の条件により変動する可能性があります。 

  

2010年12月22日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債 

  事業年度末現在
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 12,106（注） 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 12,106,537（注） 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1株当たり413（注） 同左 

新株予約権の行使期間 平成18年１月５日～

平成22年12月22日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  413
資本組入額  207 

同左 

新株予約権の行使の条件 転換価額の修正      

 2007年1月6日(日本時間。以下

「決定日」という。)まで(同日を

含む。)の10連続取引日(終値のな

い日を除く。)の大阪証券取引所又

は、当社普通株式が大阪証券取引

所に上場していない場合には、当

社普通株式が上場しているその他

の日本国内の証券取引所における

当社普通株式の普通取引の毎日の

終値の平均値で、1円未満の端数を

切上げた金額(以下「決定日価額」

という。)が、決定日において有効

な転換価額を1円以上下回る場合に

は、転換価額は、2007年1月23日

(日本時間)以降、決定日価額に修

正される。 但し、このように修

正された後の転換価額は、決定日

に有効な転換価額の85％未満とは

ならないものとする。 

同左 

新株予約権付社債の残高（千円）  4,025,000 同左 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注)１ 平成16年３月31日最終の株主に対して、その所有株式１株につき１株の割合で、発行価額70円（うち資本組入額35円）、平

成16年５月31日を払込期日とする株主割当増資により、増加しております。 

  ２ 平成16年９月29日を払込期日とする発行価額339円（内資本組入額170円）の第三者割当増資（主な割当先、株式会社エフ・

アール・ホールディング、伊藤忠商事株式会社、イーバンク銀行株式会社）により、増加しております。 

３ 平成17年７月11日を払込期日とする発行価格520円(うち資本組入額260円)の第三者割当増資(主な割当先、株式会社エフ・ア

ール・ホールディング、伊藤忠商事株式会社）により、増加しております。 

  ４ 平成17年11月21日に、平成17年９月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、所有株式を

１株につき２株の割合をもって分割いたしました。 

  ５ 平成18年１月５日から平成18年３月31日までの間に、新株予約権の行使により、増加しております。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成16年６月１日(注)１ 15,165,398 31,165,398 530,788 1,330,788 530,788 532,008

平成16年９月30日(注)２ 4,300,000 35,465,398 731,000 2,061,788 726,700 1,258,708

平成17年７月11日(注)３ 4,500,000 39,965,398 1,170,000 3,231,788 1,170,000 2,428,708

平成17年11月21日(注)４ 39,965,398 79,930,796 ― 3,231,788 ― 2,428,708

平成18年１月５日～ 
平成18年3月31日(注)５ 

2,360,771 82,291,567 487,500 3,719,288 487,500 2,916,208



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 自己株式119,701株は、「個人その他」に119単元、「単元未満株式の状況」に701株含まれています。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、8単元含まれています。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注)１ 株式会社エフ・アール・ホールディングは、アセット・マネジャーズ株式会社の100％子会社であります。 

   ２ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

    日本トラスティ・サービス信託銀行(信託口)   2,820千株 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 6 22 32 25 ３ 3,010 3,098 ―

所有株式数 
(単元) 

― 4,971 932 51,897 5,267 102 18,825 81,994 297,567

所有株式数 
の割合(％) 

― 6.06 1.14 63.29 6.43 0.12 22.96 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社エフ・アール・ホール
ディング 

東京都千代田区内幸町１－１－１
帝国ホテルタワー１７階 

44,926 54.59

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２－５－１ 4,400 5.34

日本トラスティ・サービス信託
銀行(信託口) 

東京都中央区晴海１－８－11 2,820 3.42

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２－４－６ 1,694 2.05

シージーエムエルアイピービー
カスタマーコラテラルアカウン
ト 

東京都品川区東品川２－３－14 1,600 1.94

BEV２号投資事業組合 東京都大田区西蒲田７－38－８ 1,000 1.21

株式会社ロジコム 東京都東大和市向原１－３－21 1,000 1.21

ミズホインターナショナルオリ
ジナルアカウント 

東京都中央区日本橋兜町６－７ 953 1.15

飯島 義雄 福井県福井市 800 0.97

加藤 達也 東京都港区 702 0.85

計 59,895 72.78



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

２ 「完全議決権株式(その他)」欄普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が8,000株(議決権8個)含まれています。 

３ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式701株が含まれています。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき平成16年６月25日第80回定

時株主総会終結時に在任する取締役、監査役及び従業員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行するこ

とを平成16年６月25日の定時株主総会において、また、平成17年６月24日第81回定時株主総会終結時に在任する取

締役、監査役、顧問及び従業員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成17年６月24日の

定時株主総会において、会社法第239条に基づき平成18年６月27日第82回定時株主総会終結時に在任する取締役、

監査役、顧問及び従業員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成18年６月27日の定時株

主総会において、特別決議されたものであります。 

当該制度の内容は次のとおりであります。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
普通株式 

119,700 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

8,000 
8 ― 

単元未満株式 
297,567 

普通株式 
― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 82,291,567 ― ― 

総株主の議決権 ― 81,875 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
アセット・インベスターズ 
株式会社 

名古屋市千種区 
星が丘元町15番14号 

119,000 ― 119,000 0.15

計 ― 119,000 ― 119,000 0.15



  

(注) １ 新株予約権発行日以降に当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整する。た

だし、この調整は本件新株予約権のうち、当該時点において権利行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てる。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が存続会社となる合併により新株予約権が承継される場合、または当社が他社と株式交換より完全親会社とな

る場合、当社は目的となる株式の数を調整する。 

２ 新株予約権１個当たりの払込金額は、次により決定される１株当たりの払込価額に定める新株予約権１個当たりの目的と

なる普通株式数（1,000株）を乗じた金額とする。 

新株予約権の行使に際して払込みをなすべき１株当たりの金額は、新株予約権発行日の属する月の前月の各日（取引が成

立しない日を除く。）の大阪証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下、「終値」という。）の平均値に

1.05を乗じた金額とし、これにより生じた１円未満の端数はこれを切り上げる。ただし、その価額が新株予約権発行日の

前日の終値（終値がない場合は、その日に先立つ直近日における終値。）を下回る場合は、新株予約権発行日の前日の終

値とする。なお、新株予約権発行日後に当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込み金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。ただし、かかる調整は当該株式分割においては、その基

準日の翌日、株式併合においては、その効力発生時に行われるものとする。 

また、新株予約権発行日以降、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものを除

く。）、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が存続会社となる合併により新株予約権が承継される場合、または当社が他社と株式交換により完全親会社と

なる場合、当社は払込金額を調整する。 

３ 新株予約権の行使条件 

① 新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の行使時において、当社の取締役、監査役もしくは従業員の地位を有して

いることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由がある場合は、この限りではない。 

     ②  新株予約権の前日の証券取引所における当社普通株式取引の終値が1株当たり払込金額の1.5倍以上で 

あることを要する。 

③ 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができるものとする。 

④ 新株予約権の質入れその他一切の処分は認めないものとする。 

決議年月日 平成16年６月25日 平成17年６月24日 平成18年６月27日 

付与対象者の区分及び
人数（名） 

取締役(5)、監査役(2)及び
従業員(5) 

取締役(6)、監査役(3)、顧
問及び従業員(10) 

取締役、監査役、顧問及び
従業員(人数については、今
後開催予定の取締役会にお
いて決定) 

新株予約権の目的とな
る株式の種類 

普通株式 普通株式 普通株式

株式の数（株） 
600,000 株 を 上 限 と す る
(注)１ 

600,000 株 を 上 限 と す る
(注)１ 

800,000 株 を 上 限 と す る
(注)１ 

新株予約権の行使時の
払込金額（円） 

220円(注)２ 
平成16年７月
29日付与 

404円(注)２
平成17年８月
29日付与 

(注)２
208円(注)２ 

平成17年４月
13日付与 

183円(注)２
平成18年11月
15日付与 

新株予約権の行使期間 
平成18年６月25日～平成21
年６月24日 

平成19年６月25日～平成22
年６月24日 

平成20年６月28日～平成22
年６月27日 

新株予約権の行使の条
件 

(注)３ (注)４ (注)４

新株予約権の譲渡に関
する事項 

新株予約権を譲渡するとき
は、取締役会の承認を要す
るものとする。 

新株予約権を譲渡するとき
は、取締役会の承認を要す
るものとする。 

新株予約権を譲渡するとき
は、取締役会の承認を要す
るものとする。 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

    
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込

金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額× 
新株式発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



  

⑤ その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の対象者との間で締結する「新株予

約権割当契約」に定めるところによる。 

４ 新株予約権の行使条件 

① 新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の行使時において、当社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位を

有していることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合につ

いては、この限りではない。 

     ②  新株予約権の前日の証券取引所における当社普通株式取引の終値が1株当たり払込金額の1.5倍以上で 

あることを要する。 

③ 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができるものとする。 

④ 新株予約権の質入れその他一切の処分は認めないものとする。 

⑤ その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の対象者との間で締結する「新株予

約権割当契約」に定めるところによる。 

      ５ 平成17年６月24日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成17年11月21日付をもって普通株式１株を２株に分割したこと
により、「新株予約権の数」、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」、「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

  

  

２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しております。当社は安定的な財務体質の確立

と将来の成長に備えて内部留保を図ると同時に、業績に応じて株主の皆様へ継続的に配当を行うことを基本方針とし

ております。 

上記方針に基づき当期は１株当たり３円とし、中間配当金(50銭)と合わせて３円50銭としております。 

内部留保金の使途につきましては、企業投資事業、不動産投資事業への投資等を積極的に進めていくこととしてお

ります。 

今後は、引き続き現状の経営基盤を固めるとともに、経営成績及び財務状態を勘案しながら、利益成長に見合った

配当を積極的に検討してまいります。 

 （注）当期の中間配当に関する取締役会決議日  平成17年６月24日 

  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 80 270 706 570 577

最低(円) 35 48 90 214 180

月別 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月 平成18年３月

最高(円) 380 413 577 571 493 390

最低(円) 335 359 384 406 305 322



５ 【役員の状況】 

  

  
  

  

  

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 社 長 若 山 健 彦 (昭和42年3月25日生)

平成元年４月 株式会社日本長期信用銀行（現株

式会社新生銀行）入社 

―

平成10年６月 メリルリンチ証券会社入社 
平成12年６月 イーバンク銀行株式会社代表取締

役副社長 
平成15年12月 アセット・マネジャーズ株式会社

顧問 
平成16年５月

  
平成16年６月 

アセット・マネジャーズ株式会社

取締役 
当社代表取締役社長（現任） 

取締役   森 下  将 典 （昭和42年4月1日生）

平成２年４月 株式会社日本長期信用銀行（現株
式会社新生銀行）入社 

―

平成10年11月 パリ国立銀行（現BNPパリバ銀
行）入社 

平成11年10月 ドレスナー・クライオートベンソ
ン証券会社入社 

平成12年11月 メリルリンチ証券会社入社 

平成17年３月 当社入社 経営企画室長

平成17年６月 当社取締役（現任）

平成18年３月 当社取締役経営企画室長兼管理グ
ループ長（現任） 

取締役   佐々木博文 (昭和40年12月７日生)

平成元年４月 株式会社日本長期信用銀行（現株

式会社新生銀行）入社 

―

平成11年１月 株式会社日本興業銀行（現みずほ

銀行）入社 
平成16年10月 アセット・マネジャーズ株式会社

入社 
平成17年６月 当社取締役（現任）

取締役   謝   恵  声 (昭和31年１月19日生)

昭和54年４月 日本システムリサーチ株式会社入
社 

―

昭和60年10月 株式会社ラディクス入社

平成７年３月 花地有限会社設立、代表取締役に
就任（現任） 

平成15年11月 

平成16年６月 

当社顧問

当社取締役（現任） 

取締役   海老原   肇 (昭和17年12月７日生)

昭和41年４月 都築紡績株式会社入社
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昭和55年４月 当社出向(熊本工場長・人事部長) 
昭和59年４月 都築紡績株式会社人事部長 
平成４年６月 同社取締役人事部長

平成７年６月 同社取締役高知工場長

平成10年４月 当社顧問

平成10年６月 当社取締役社長

平成16年６月 当社代表取締役会長

平成16年12月

平成16年12月 
当社代表取締役会長退任

当社取締役就任（現任） 

平成16年12月 株式会社アセット・オペレーター

ズ代表取締役社長 
平成18年１月 株式会社アセット・オペレーター

ズ代表取締役会長 
平成18年５月 株式会社アセット・オペレーター

ズ代表取締役会長兼社長（現任） 



  

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役   濱 中 伸 行 (昭和23年４月10日生)

昭和48年４月 株式会社TBS興発入社

―

昭和52年４月 株式会社イトーヨーカ堂入社 
平成５年10月 日栄鋼材株式会社入社

平成14年５月 アセット・マネジャーズ株式会社

入社経理財務部長 
平成16年４月 同社ディレクター コーポレート

マネジメント部長兼総務室長 
平成16年５月 同社取締役ディレクター コーポ

レートマネジメント部長兼総務室

長 
平成16年10月 同社取締役CFO

平成17年１月 アセット・ロジスティックス株式

会社取締役（現任） 
平成17年10月 アセット・マネジャーズ株式会社

代表取締役副社長 
平成18年１月 同社代表取締役CFO

平成18年５月 同社指名・報酬委員会運営局長

（現任） 
平成18年６月 当社取締役（現任）

取締役   平 沢  潔 (昭和35年５月17日生)

昭和60年４月 株式会社東京銀行（現三菱東京

UFJ銀行）入社 

―

平成２年４月 弁護士登録長島・大野法律事務所

（現長島・大野・常松法律事務

所）入所 
平成８年８月 ロスチャイルド・ジャパン株式会

社入社 
平成11年11月 ACTIV Investment Partners, LTD 

Directors（現任） 
平成15年７月 アクティブ・インベストメント・

パートナーズ株式会社取締役（現

任） 
平成18年５月 株式会社ファイナンシア・CI代表

取締役（現任） 
平成18年６月 当社取締役（現任）

  
常勤監査役   西 村 一 彦 (昭和16年３月４日生)

昭和39年８月 伏尾観光開発株式会社入社 

―

昭和45年10月 西日本紡績株式会社入社

昭和49年６月 同社人事課長に就任

昭和62年４月 当社人事部長に就任

平成６年６月 当社取締役

平成17年６月 当社取締役退任

平成17年６月 当社監査役（現任）

  
常勤監査役   加 来 洋二郎 (昭和13年２月19日生)

昭和37年４月 安宅産業株式会社（現伊藤忠商事
株式会社）入社 

―

昭和60年１月 株式会社日本長期信用銀行（現株
式会社新生銀行）入社 

平成10年12月 株式会社加ト吉入社 中国総代表 

平成13年２月 旧アセット・マネジャーズ株式会
社（現アセット・マネジャーズ株

式会社に吸収合併）監査役 
平成13年９月 アセット・マネジャーズ株式会社

監査役 
平成18年６月 当社監査役（現任）

監査役   佐 橋 数 哉 (昭和42年10月15日生）

平成３年４月 兼松株式会社入社

―

平成16年１月 アセット・マネジャーズ株式会社

入社 
平成16年12月 同社コーポレートマネジメント部

長 
平成17年６月 当社監査役（現任）

平成18年５月 アセット・マネジャーズ株式会社
上席執行役兼財務企画部長（現

任） 



  

(注)  加来洋二郎、佐橋数哉、鈴木昌也は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

監査役   鈴 木 昌 也 (昭和32年７月18日生)

昭和55年４月 公認会計士深山小十郎事務所入所 

―

昭和60年11月 監査法人中央会計事務所

(現中央青山監査法人) 
平成９年１月 公認会計士鈴木昌也事務所代表 

(現任) 
平成15年６月 当社監査役(現任)

計 36



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、会社法に基づく「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会

社の業務の適正を確保するために必要なものとして法令省令で定める体制の整備」を以下の通り定め、会社業務の適

法性・効率性の確保ならびにリスクの管理の適正な態勢を構築するとともに、今後不断の見直しを実施して改善・充

実を図っております。 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

 当社は監査役会制度採用会社であり、提出日現在常勤監査役２名及び、監査役２名の計４名の監査役で構成

する監査役会が、業務の適法性ならびに取締役の業務執行状況を客観的・第三者的立場にたって監査しており

ます。取締役会は７名の取締役で構成され、経営の基本方針、法令で定められた事項やその他経営に関する重

要事項を決定するとともに業務執行状況を監督する機関として位置づけており、原則月１回の開催をしており

ます。 

 また、監査法人には期を通じてタイムリーな監査の報告を受けており、改善すべき内容に対応しておりま

す。さらに、社外有識者（弁護士、税理士）に必要なときに確認するなど経営に法律面のコントロール機能が

働くようにしております。 

(2) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

①コーポレート・ガバナンス 

(ⅰ)取締役会は、法令、定款、株主総会決議、決裁権限規程、倫理綱領、行動規範、取締役会規程に従い、経営

に関する重要事項の決定を行うとともに取締役の職務執行を監督する。取締役会は、取締役会付議・報告基

準を整備し、当該基準に則って業務執行を決定する。 

(ⅱ)代表取締役社長は、取締役会から委任された業務執行の決定を行い、この決定、取締役会決議、社内規則に

従い職務を執行する。 

(ⅲ)取締役会が取締役の職務執行の監督を行うため、取締役は、会社の業務執行状況を取締役会報告基準に従っ

て取締役会に報告する。取締役は、ほかの取締役の職務執行を相互に監視・監督する。 

(ⅳ) 取締役の職務執行状況は、監査役監査基準及び監査計画に基づき監査役の監査を受ける。 

②コンプライアンス 

(ⅰ)取締役を含む役職員がとるべき行動の基準・規程を定めた「倫理綱領」「行動規範」を制定しております。 

(ⅱ)コンプライアンス・リスク管理委員会を設置し、コンプライアンス上の重要な問題を審議するとともに、コ

ンプライアンス推進体制を整備し、全役職員に対する研修・教育をおこない周知徹底を図っております。 

(ⅲ)コンプライアンス上、疑義ある行為について取締役及び使用人が社内の通報窓口或いは社外の弁護士を通じ

て通報できる内部通報制度を維持しております。 

③財務報告の適正性確保のための体制整備 

(ⅰ)当社は、経理規程その他の社内規程を整備するとともに、会計基準その他関連諸法令を遵守し、財務報告の

適法性・適正性を確保するための社内体制を構築する。 

(ⅱ)当社は、リスク統轄室を設置し、財務報告の適法性等を確保するための社内体制につき、その整備・運用状

況を評価・改善する体制を構築しております。 



④内部監査 

当社は、社長直轄の内部監査室を設置しております。内部監査室は、内部監査規程に基づき業務全般に関し、

法令、定款、社内規程の遵守状況、職務執行の適切性等につき内部監査を実施し、社長、取締役会、及び、監査

役に対し、内部監査結果を報告しております。内部監査室は、内部監査指摘事項につき、是正・改善状況を社

長、取締役会、及び、監査役に対し報告しております。 

(3) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

①情報の保存・管理 

取締役の職務の執行に係る文書その他の情報については、法令、社内規程を遵守し、文書管理規程その他の社

内規程の定めに従って、漏洩等のないよう十分な注意をもって適切に保管・管理しております。 

②情報の閲覧 

取締役及び監査役はいつでも従前の情報の閲覧ができるようになっております。 

③情報の開示 

法令、取引所適時開示規則に従って、必要な情報開示をおこなっております。 

(4) 損失の危険の管理に関する規定その他の体制 

①リスク管理のため、社長を委員長とするコンプライアンス・リスク管理委員会を設置し、各部門のリスク管理業

務を統轄し、リスク管理の基本方針の策定、推進体制その他重要事項を決定しております。 

②リスク管理のための専担組織としてリスク統轄室を設置し、各部門のリスク管理体制整備を支援し、会社の部門

横断的リスク管理体制を構築しております。 

③各業務部門は、自部門のリスク管理体制を整備・構築しております。内在するリスクを認識・分析・評価し適切

な対策を実施し、このリスク管理体制の見直しを行っております。 

④危機に対する管理体制を整備・構築しております。危機発生の場合には、対策本部を設置し、被害拡大を防止

し、迅速な復旧が可能な体制を整えております。 

(5) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

①取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基盤である取締役会を、月１回定期的に、

また、必要に応じて適時に開催しております。 

②取締役会は、一定の限度枠の範囲を定めた投資等につき、職務執行が適切かつ機動的に行われることを目的とし

て社長を委員長とする投資等諮問委員会を設置し、また、コンプライアンスとリスク管理について社長を委員長

とするコンプライアンス・リスク管理委員会を設置しております。 

③取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規程、職務権限規程ほかの社内規程におい

て、その責任者、業務執行手続きの詳細について定め、もって業務執行の効率性を確保しております。 

(6) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

①使用人は、全役職員がとるべき行動の基準、規範を定めた「倫理綱領」「行動規範」およびその他の社内規程に

従って行動するものとしております。 



②使用人は、法令、定款、社内規程等に違反する行為、または、合理的にその懸念があると思料される行為等を知

ったときは、その職務上義務がない場合でも、所定の社内窓口に通報するものとしております。内部通報制度に

ついては、通報者の保護を図り報復行為を禁じる等、この体制を維持します。 

③業務執行部門から独立した内部監査室が、定期的または必要に応じて随時内部監査を実施し、その結果を社長及

び監査役に報告するとともに被監査部門に通知します。 

(7) 当社ならびにその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制 

①当社グループ各社は、共通の「倫理要綱」および「行動規範」を基本の社内規程とするようにしております。 

②社内規程に従い、子会社を所轄する部門が、それぞれ管理する子会社の統轄・管理を行っております。管理部署

を設置し、当該部署で全般的管理を行うとともに、定期的にグループ会社会議を開催しております。当会社の子

会社及び関係会社の経営管理に関しては、関係会社規程により行うものとしております。 

③当社の監査役は、グループ監査役会を開催いたします。 

④当社の子会社の業務活動全般についても、内部監査室による内部監査の対象としております。 

(8) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

 監査役が必要とした場合には、監査役の職務を補助する使用人を置きます。 

(9) 使用人の取締役からの独立性に関する事項 

 監査役の職務を補助する使用人に対する指揮命令権限は監査役、監査役会に属する。その任用、異動、評

価、処分は、監査役会の同意を必要とするものとし、取締役からの独立性を確保しております。 

(10)取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制 

①監査役は、取締役会、コンプライアンス・リスク管理委員会、投資等諮問委員会ほかの重要な会議に出席し、取

締役等からその職務の執行状況等を聴取し、関連資料を閲覧し、説明・報告を求めることができる。 

②取締役等の報告義務 

(ⅰ)取締役、部長ほかのすべての者は、監査役会・監査役が説明・報告を要求した場合には、その要求内容を監

査役に説明・報告しなければならないものとしております。 

(ⅱ)取締役は、法令が定める事項のほか、(a)財務・業務に重大な影響をおよぼすおそれのある決定等の内容、

(b)コンプライアンスの状況、(c)業績・業績見直し発表内容、等につき直ちに監査役に報告するものとして

おります。 

(ⅲ)使用人は(a)財務・業務に重大な影響をおよぼすおそれのある事実、(b)重大なコンプライアンス違反につ

き、直接監査役に報告することができる。 

(11)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

①内部監査室と監査役の連携 

内部監査室は、監査役とのあいだで内部監査計画を協議し、内部監査結果を監査役に報告する等、密接な連携

を行うものとしております。また、監査役及び内部監査室は、会計監査人とも密接な連携を行っております。 



②外部専門家の利用 

監査役は必要と認める場合には、取締役会又は取締役の事前承認を受けることなく、当会社の費用において、

弁護士、公認会計士、コンサルタントその他の外部アドバイザーを任用できるものとしております。 

(12)会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係、または、取引関係その他の利害関係の概要 

当社では社外取締役を１名選任しております。また、監査役については、３名が社外監査役であり、当社との

間には特別な利害関係はありません。 

(13)役員報酬の内訳 

当社の取締役に対する報酬は42,974千円、監査役に対する報酬は19,999千円となっております。なお、社外取

締役に対する報酬は該当ありません。 

(14)監査報酬の内訳 

当社の中央青山監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に基づく業務の報酬は、

11,000千円であります。 

なお、この業務以外の業務に基づく報酬はありません。 

(15)会計監査の状況 

業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名 

      青山裕治（中央青山監査法人） 

      田中俊之（中央青山監査法人） 

   監査業務に係る補助者の構成 

      公認会計士 ９名 

      会計士補  ３名 

      その他   １名 

      



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日 内閣府令第5号）附則第2項のただし

書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日 内閣府令第5号）附則第2項のただし書き

により、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、中

央青山監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

1 現金及び預金  853,208 2,775,012  

2 受取手形及び売掛金  70,051 142,779  

3 有価証券  2,065,162 ―  

4 営業投資有価証券 
※3 
※6 

 3,808,863 10,518,807  

5 営業出資金 ※6  ― 3,104,500  

6 営業貸付金 ※6  ― 87,500  

7 たな卸資産 ※3  1,254,125 2,153,991  

8 繰延税金資産  22,731 ―  

9 その他流動資産  86,497 78,862  

貸倒引当金  △475 △641  

流動資産合計  8,160,164 71.0 18,860,811 81.0

Ⅱ 固定資産     

1 有形固定資産 ※1     

(1) 建物及び構築物 ※3  1,132,566 1,499,509  

(2) 機械装置及び運搬具  81,293 82,761  

(3) 土地 ※3  1,782,430 1,971,430  

(4) その他有形固定資産  26,113 49,412  

有形固定資産合計  3,022,403 26.3 3,603,113 15.5

2 無形固定資産     

(1) 連結調整勘定  87,163 67,793  

(2) その他無形固定資産  4,396 5,129  

無形固定資産合計  91,559 0.8 72,923 0.2

3 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券 ※2  167,723 408,594  

(2) その他投資その他の 
  資産 

 50,989 349,188  

投資その他の資産合計  218,713 1.9 757,782 3.3

固定資産合計  3,332,676 29.0 4,433,819 19.0

資産合計  11,492,841 100.0 23,294,630 100.0

      



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

1 支払手形及び買掛金  85,145 162,851  

2 短期借入金 ※3  2,575,000 4,249,500  

3 1年以内返済予定 
  の長期借入金 

※3  256,868 558,968  

4 未払法人税等  397,497 740,336  

5 繰延税金負債  ― 6,399  

6 賞与引当金  ― 12,907  

7 その他流動負債  215,293 478,686  

流動負債合計  3,529,804 30.7 6,209,649 26.7

Ⅱ 固定負債     

 1 新株予約権付社債  ― 4,025,000  

2 長期借入金 ※3  759,976 1,326,633  

3 繰延税金負債  836,443 875,274  

4 その他固定資産  70,028 91,752  

固定負債合計  1,666,448 14.5 6,318,660 27.1

負債合計  5,196,252 45.2 12,528,309 53.8

      

(少数株主持分)     

少数株主持分  ― ―  

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※4  2,061,788 17.9 3,719,288 16.0

Ⅱ 資本剰余金  1,258,708 11.0 2,916,208 12.5

Ⅲ 利益剰余金  2,943,956 25.6 3,864,773 16.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金  47,218 0.4 142,652 0.6

Ⅴ 為替換算調整勘定  △4,531 △0.0 141,907 0.6

Ⅵ 自己株式 ※5  △10,552 △0.1 △18,509 △0.1

資本合計  6,296,588 54.8 10,766,321 46.2

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 11,492,841 100.0 23,294,630 100.0

      



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  2,610,694 100.0 8,264,141 100.0

Ⅱ 売上原価  714,535 27.4 4,063,269 49.2

売上総利益  1,896,158 72.6 4,200,871 50.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  901,989 34.5 2,106,699 25.5

営業利益  994,169 38.1 2,094,172 25.3

Ⅳ 営業外収益     

1 受取利息 238 3,086    

2 受取配当金 4,682 1,352    

3 持分法による投資利益 23,793 8,544    

4 為替差益 5,220 ―    

5 免税事業者消費税等 ― 37,817    

6 雑収入 1,824 35,758 1.4 11,032 61,834 0.8

Ⅴ 営業外費用     

1 支払利息 65,792 138,564    

2 新株発行費 27,055 18,687    

3 社債発行費 ― 12,965    

4 為替差損 ― 24,909    

5 雑損失 2,290 95,138 3.7 2,630 197,756 2.4

経常利益  934,789 35.8 1,958,250 23.7

Ⅵ 特別利益     

1 固定資産売却益 ※2 721 10    

2 投資有価証券売却益 73,103 70,694    

3 関係会社出資金売却益 ― 73,824 2.8 500 71,204 0.8

Ⅶ 特別損失     

 1 固定資産売却損 ※3 ― 26    

2 固定資産除却損 ※4 1,780 150    

 3 役員退職慰労金 ― 10,111    

 4 前期損益修正損 ※5 ― 16,077    

 5 中途解約違約金  ― 1,780 0.0 1,262 27,628 0.3

税金等調整前当期純利益  1,006,832 38.6 2,001,827 24.2

法人税・住民税 
及び事業税 

425,939 920,468    

法人税等調整額 △5,705 420,234 16.1 △77,748 842,720 10.2

当期純利益  586,598 22.5 1,159,107 14.0

      



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,219 1,258,708

Ⅱ 資本剰余金増加高  

1 株主割当増資による 
  剰余金増加額 

530,788 ―  

2 第三者割当増資による 
  剰余金増加額 

726,700 1,170,000  

3 新株予約権の行使によ 
る剰余金増加額 

― 1,257,488 487,500 1,657,500

Ⅲ 資本剰余金期末残高 1,258,708 2,916,208

   

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 2,437,211 2,943,956

Ⅱ 利益剰余金増加高  

1 当期純利益 586,598 586,598 1,159,107 1,159,107

Ⅲ 利益剰余金減少高  

1 配当金 79,853 216,989  

2 役員賞与 ― 79,853 21,300 238,289

Ⅳ 利益剰余金期末残高 2,943,956 3,864,773

   



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  1,006,832 2,001,827 

減価償却費  67,537 115,330 

連結調整勘定償却  9,684 19,369 

貸倒引当金の増加額（△減少額）  △8,809 165 

賞与引当金の増加額  ― 12,907 

受取利息及び配当金  △4,920 △4,439 

為替差益  △5,220 ― 

為替差損  ― 24,909 

持分法投資利益  △23,793 △8,544 

免税事業者諸費税等  ― △37,817 

支払利息  65,792 138,564 

新株発行費  27,055 18,687 

社債発行費  ― 12,965 

有形固定資産売却益  △721 △10 

有形固定資産除却損  1,780 166 

投資有価証券売却益  △73,103 △70,694 

関係会社出資金売却益  ― △500 

役員退職慰労金  ― 10,111 

過年度損益修正損  ― 16,077 

中途解約違約金  ― 1,262 

売上債権の増加額  △21,610 △72,727 

たな卸資産の増加額  △1,230,982 △929,085 

有価証券の減少額  198,479 ― 

営業投資有価証券の増加額  △3,773,324 △4,272,364 

営業出資金の増加額  ― △3,104,500 

営業貸付金増加額  ― △87,500 

仕入債務の増加額  17,309 77,706 

未払金の増加額（△減少額）  △32,105 73,396 

役員賞与の支払額  ― △21,300 

その他  75,051 165,315 

小計  △3,705,065 △5,920,724 

利息及び配当金の受取額  4,920 4,439 

利息の支払額  △79,157 △136,069 

法人税等の支払額  △121,985 △608,308 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △3,901,287 △6,660,662 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の払戻による収入  120,000 1,000 

出資金購入による支出  ― △2,200 

出資金の売却による収入  550 ― 

投資有価証券の取得による支出  △20,690 △216,617 

投資有価証券の売却による収入  166,639 88,291 

子会社株式の取得による収入 ※２ 27,004 ― 

関連会社出資金の売却による収入  ― 3,500 

有形固定資産の取得による支出  △183,425 △683,107 

有形固定資産の売却による収入  64,190 ― 



  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

無形固定資産の取得による支出  △2,437 △1,988 

長期貸付金による支出  ― △183,304 

長期貸付金の回収による収入  ― 5,984 

差入保証金の差入による支出  ― △70,588 

その他  ― 19 

投資活動によるキャッシュ・フロー  171,830 △1,058,980 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の増加額  1,545,000 1,674,500 

長期借入金の借入による収入  1,300,000 1,542,000 

長期借入金の返済による支出  △1,658,256 △673,243 

株式の発行による収入  2,492,222 2,321,312 

社債発行による収入  ― 4,987,034 

自己株式の取得による支出  △7,400 △7,956 

配当金の支払額  △80,198 △214,507 

財務活動によるキャッシュ・フロー  3,591,366 9,629,140 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △4,531 13,306 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額）  △138,090 1,909,497 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  985,830 852,208 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の 
  増加額 

 9,000 ― 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 852,208 2,775,012 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 （１）連結子会社の数及び名称 

   連結子会社の数  ２社 

   連結子会社の名称 

株式会社アセット・オペレータ

ーズ 

佛山南海新日紡紡織服飾有限公

司 

（１）連結子会社の数及び名称 

同左 

  （２）非連結子会社の数 

   該当事項はありません。 

（２）非連結子会社の数 

同左 

  （３）他の会社等の議決権の過半数を

自己の計算において所有してい

るにもかかわらず子会社としな

かった当該他の会社等の名称 

有限会社エイチ・イー・ホール

ディング 

株式会社キュアリアス 

（３）他の会社等の議決権の過半数を

自己の計算において所有してい

るにもかかわらず子会社としな

かった当該他の会社等の名称 

   株式会社キュアリアス 

   有限会社ネモフィラ 

   有限会社エーアイ・バリュー・

パートナーズ 

   有限会社エーアイ・スター 

   有限会社エンプレオ 

   有限会社エルフォルグ 

   有限会社ラクロス 

   有限会社ガナシアス 

    子会社としなかった理由 

   当社は、有限会社エイチ・イ

ー・ホールディング  の議決権

の100％を所有しておりますが、当

該会社は、当社が組成するファン

ド運営のための特別目的会社とし

て設立されたものの、まだファン

ド組成されておらず事業を行って

いないため、財務諸表等規則第８

条第４項及び第７項により子会社

とはしておりません。 

   株式会社キュアリアスについて

は、４．会計処理基準に関する事

項(7) その他連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項(3)営

業投融資の会計処理を参照くださ

い。 

  

 子会社としなかった理由 

  当社は、上記会社（株式会社キュ

アリアスを除く）の議決権の100％

を所有しておりますが、これらは

すべて当社が組成するファンドの

運営の特別目的会社として設立し

たものの、ファンドが組成がされ

ていない会社であるため、または

財務諸表等規則第８条第４項及び

第９項に該当する特別目的会社に

なるため、子会社とはしておりま

せん。 

   株式会社キュアリアスについて

は、４．会計処理基準に関する事

項(7) その他連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項(3)営

業投融資の会計処理を参照くださ

い。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

（１）持分法適用の関連会社の数及び

名称 

    持分法適用の関連会社の数 

               １社 

    持分法適用の関連会社の名称 

     Sino-JP Assets 

     Management Co.,LTD 

（１）持分法適用の関連会社の数及び

名称 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  （２）持分法を適用していない関連会

社 

    株式会社アセット・リアルテ

ィ・マネジャーズ 

 当期純利益及び利益剰余金 

(持分に見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いても連結

財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、重要性がないため

持分法の適用範囲から除外して

おります。 

（２）持分法を適用していない関連会

社 

   ――――――――――― 

     ――――――――――――― （３）持分法の適用の手続について特

に記載する必要があると認めら

れる事項 

    持分法適用会社は、決算日が

異なっておりますが、当該会社

の事業年度に係る財務諸表を使

用しております。 

３ 連結子会社の決算日等に

関する事項 

 連結子会社のうち株式会社アセッ

ト・オペレーターズの決算日は２月28

日であります。 

 佛山南海新日紡紡織服飾有限公司の

決算日は12月31日であります。 

 連結財務諸表作成に当たっては、こ

れらの会社については同決算日現在の

財務諸表を使用しております。ただ

し、連結決算日までの期間に発生した

重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

    

（１）重要な資産の評価基

準及び評価方法 

（イ）有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

   匿名組合出資金については(６)

その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項(４)匿名組合出

資金の会計処理に記載しておりま

す。 

（イ）有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

  

  

  

 時価のないもの 

同左 

    

  （ロ）デリバティブ 

   時価法 

（ロ）デリバティブ 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  （ハ）たな卸資産 

 商品、貯蔵品 

   最終仕入原価法による原価法 

 販売用不動産 

   個別法による原価法 

（ハ）たな卸資産 

同左 

（２）重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

有形固定資産 

 定額法 

  なお主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

   建  物  32年～50年 

   機械装置   5年～10年 

有形固定資産 

同左 

  無形固定資産 

  自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（5

年）に基づく定額法によっておりま

す。 

無形固定資産 

同左 

（３）重要な繰延資産の処

理方法 

新株発行費 

  支出時に全額費用処理しておりま

す。 

新株発行費 

同左 

    社債発行費 

  支出時に全額費用処理しておりま

す。 

（４）重要な引当金の計上

基準 

（イ）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

（ロ） ―――――――――― 

  

（イ）貸倒引当金 

同左 

  

  

  

  

  

（ロ）賞与引当金 

  一部の国内連結子会社では従業員

に対して支給する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に基づき当連結

会計年度負担額を計上しておりま

す。 

（５）重要なリース取引の

処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引にかかる方法に準じた会計処

理によっております。 

同左 

（６）重要なヘッジ会計の

方法 

（１）ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、金利スワップの特例処

理の対象となる取引については特

例処理を採用しております。 

（１）ヘッジ会計の方法 

同左 

  （２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段…金利スワップ 

  

   ヘッジ対象…借入金 

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段…金利スワップ、為

替予約取引 

   ヘッジ対象…借入金、営業投資

有価証券 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  （３）ヘッジ方針 

   一部の借入金について、金利ス

ワップ取引により、金利変動リス

クをヘッジしております。 

（３）ヘッジ方針 

   当社の内部規定に基づき営業活

動及び財務活動における為替変動

リスクをヘッジしております。 

  （４）ヘッジ有効性評価の方法 

   特例処理の対象となる金利スワ

ップについては、有効性の評価を

省略しております。 

（４）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

（７）その他連結財務諸表

作成のための基本と

なる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっています。

なお控除対象外消費税等は、全額

当期の費用として処理しておりま

す。 

（１）消費税等の会計処理 

同左 

  （２）自社ファンドへ譲渡した不動産

についての会計処理 

   販売用不動産のうち、自社ファ

ンドへ譲渡した不動産について

は、売却損益を純額で売上高に計

上しております。 

（２）自社ファンドへ譲渡した不動産

についての会計処理 

同左 

  （３）営業投融資の会計処理 

   当社グループがＭ＆Ａ事業の営

業取引として営業投資目的で行う

投融資(営業投融資)については、

営業投資目的以外の投融資とは区

分して「営業投資有価証券」「有

価証券」及び「営業貸付金」とし

て「流動資産の部」にまとめて表

示しております。また、営業投融

資から生ずる損益は、営業損益と

して表示することとしておりま

す。なお、株式等の所有により、

営業投資先の意思決定機関を支配

している要件および営業投資先に

重要な影響を与えている要件を満

たすこともありますが、その所有

目的は営業投資であり、傘下に入

れる目的で行われていないことか

ら、当該営業投資先は、子会社及

び関連会社に該当しないものとし

ております。 

（３）営業投融資の会計処理 

   当社グループが営業投資目的で

行う投融資(営業投融資)について

は、営業投資目的以外の投融資と

は区分して「営業投資有価証券」

「営業出資金」及び「営業貸付

金」として「流動資産の部」にま

とめて表示しております。また、

営業投融資から生ずる損益は、営

業損益として表示することとして

おります。なお、株式等の所有に

より、営業投資先の意思決定機関

を支配している要件及び営業投資

先に重要な影響を与えている要件

を満たすこともありますが、その

所有目的は営業投資であり、傘下

に入れる目的で行われていないこ

とから、当該営業投資先は、子会

社及び関連会社に該当しないもの

としております。 



  

  

  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  （４）匿名組合出資金の会計処理 

   当社グループが匿名組合出資金

の会計処理を行うに際して、匿名

組合の財産の持分相当額を「営業

投資有価証券」または「有価証

券」として計上しております。匿

名組合の出資時に「営業投資有価

証券」または「有価証券」を計上

し、匿名組合から分配された損益

については、売上高に計上すると

ともに同額を「営業投資有価証

券」または「有価証券」に加減

し、営業者からの出資金の払戻に

ついては「営業投資有価証券」ま

たは「有価証券」を減額させてお

ります。 

   なお、匿名組合出資金は「営業

投資有価証券」または「有価証

券」として流動資産の部に表示し

ております。 

（４）匿名組合出資金の会計処理 

   当社グループは匿名組合出資金

の会計処理を行うに際して、匿名

組合の財産の持分相当額を「営業

投資有価証券」「営業出資金」と

して計上しております。匿名組合

の出資時に「営業投資有価証券」

「営業出資金」を計上し、匿名組

合から分配された損益について

は、売上高に計上するとともに同

額を「営業投資有価証券」「営業

出資金」に加減し、営業者からの

出資金の払戻については「営業投

資有価証券」「営業出資金」を減

額させております。 

   なお、匿名組合出資金は「営業

投資有価証券」「営業出資金」と

して流動資産の部に表示しており

ます。 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法については、全面時価評価法を採用

しております。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、５

年間の均等償却を行っております。 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について、連結会計年度中に確

定した利益処分に基づいて作成してお

ります。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許資金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限が到来する短期投資からなっており

ます。 

同左 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

   ―――――――――――――――――――  当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日）及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによる損益に与え

る影響はありません。 



(表示方法の変更) 
  

  

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

    ――――――――――――――――――    前連結会計年度まで「有価証券」及び「出資金」に

含めていた不動産ファンド事業における株式会社、有

限会社及び有限責任中間法人への出資金を当連結会計

年度より「営業投資有価証券」「営業出資金」にまと

めて計上し、その内訳を注記事項（連結貸借対照表関

係※６）に記載しております。 

この変更は、当社グループの投資銀行業務の実態を

簡潔かつ明瞭に表示するためのものであります。 



注記事項 
（連結貸借対照表関係） 

  

  

前連結会計年度末
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度末
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  1,210,624千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,288,997千円

※２ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券（株式） 53,796千円

※２ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券（株式） 26,914千円

※３ 担保に供している資産 

     (販売用不動産) 

  

   上記に対応する債務 

たな卸資産 1,166,491千円

建物 1,083,563

土地 1,734,294

合計 3,984,348

短期借入金 1,670,000千円

1年以内返済予定 
の長期借入金 

206,868

長期借入金 734,976

合計 2,611,844

※３ 担保に供している資産 

     (販売用不動産) 

  

   上記に対応する債務 

営業投資有価証券 585,000千円

たな卸資産 1,687,220

建物 1,029,666

土地 1,734,294

合計 5,036,180

短期借入金 1,300,000千円

1年以内返済予定
の長期借入金 

401,968  

長期借入金 1,291,633  

合計 2,993,601  

※４ 当社の発行済株式総数は、普通株式35,465,398株

であります。 

※４ 当社の発行済株式総数は、普通株式82,291,567株

であります。 

※５ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式49,427

株であります。 

※５ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式119,70

1株であります。 

※６  ――――――――――――――――――― ※６ 営業投資有価証券、営業出資金及び営業貸付金の

内訳 

（1）営業投資有価証券        
（単位 千円） 

（注）匿名組合出資金等は証券取引法第２条第２項
において、有価証券とみなされる出資金であ
ります。 

（2）営業出資金          
 （単位 千円） 

  
（3）営業貸付金           

（単位 千円） 

不動産部門 M&A部門 合計 

匿名組合
出 資 等
(注) 

1,344,689 7,914,576 9,259,266 

株式 － 1,259,540 1,259,540 

合計 1,344,689 9,174,117 10,518,807 

不動産部門 M&A部門 合計 

匿 名 組
合 出 資
等(注) 

3,080,000 － 3,080,000 

出資金 － 24,500 24,500 

合計 3,080,000 24,500 3,104,500 

不動産部門 M&A部門 合計 

貸付金 87,500 － 87,500 

合計 87,500 － 87,500 



（連結損益計算書関係） 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

  

従業員給料手当 227,151千円

賃借料 102,000

業務委託費 96,422

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

  

従業員給料手当 586,814千円

賃借料 304,244  

支払手数料 242,173  

賞与引当金繰入 12,907  

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

  

建物及び構築物 721千円

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

工具器具備品 10千円

※３   ―――――――――――――――――― ※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

工具器具備品 26千円

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物 361千円

機械装置及び運搬具 58

工具器具備品 1,360

 計 1,780

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 135千円

工具器具備品 15  

計 150  

  ※５ 前期損益修正損の内容は次のとおりであります。 

  

前期固定資産税 13,920千円

前期投資配当修正 2,157  



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲載されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在）

現金及び預金勘定 853,208千円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

△1,000 

現金及び現金同等物 852,208 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲載されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在）

現金及び預金勘定 2,775,012千円

現金及び現金同等物 2,775,012 

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

    株式の取得により新たに株式会社アセット・オ

ペレーターズを連結したことに伴う連結開始時の

資産及び負債の内訳並びに株式会社アセット・オ

ペレーターズ株式の取得価格と株式会社アセッ

ト・オペレーターズ株式取得のための支出（純

額）との関係は次のとおりであります。 

                   （千円） 

  

流動資産 110,316 

固定資産 16,297 

連結調整勘定 96,847 

流動負債 208,038 

固定負債 5,422 

株式会社アセット・ 
オペレーターズ株式の 
取得価格 

10,000 

株式会社アセット・ 
オペレーターズの現金 
及び現金同等物等 

37,004 

差引：株式会社アセット・ 
   オペレーターズ取得 
   による収入 

27,004 

  



 (リース取引関係)     

  
前連結会計年度 （自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
（１） リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

       (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算出しております。 
（２） 未経過リース料期末残高相当額 
      １年内       3,676千円 

      １年超       5,821千円  

       合計        9,498千円 
       (注)  未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算出しております。 
（３） 支払リース料及び減価償却費相当額 
      支払リース料    1,838千円 
      減価償却費相当額  1,838千円 
（４） 減価償却費相当額の算定方法 
     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

当連結会計年度 （自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
（１） リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計相当額及び期末残高相当額 

       (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算出しております。 
（２） 未経過リース料期末残高相当額等 
     未経過リース料期末残高相当額 
      １年内      21,972 千円 

      １年超      79,899 千円  

       合計       101,871 千円 
       (注)  未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算出しております。 
（３） 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 
      支払リース料   17,398 千円 
      減価償却費相当額 17,398 千円 
（４） 減価償却費相当額の算定方法 
     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
  

    （減損損失について） 

      リース資産に配分された減損損失はありません。 

  取 得 価 額相当額

（千円） 

減価償却累計額相当

額  （千円） 

期 末 残 高 相 当 額 

（千円） 

工具器具備品 18,384 8,885 9,498 

  取 得 価 額相当額

（千円） 

減価償却累計額相当

額  （千円） 

期 末 残 高 相 当 額 

（千円） 

機械装置及び運

搬具 
109,771 13,721 96,049 

工具器具備品 18,384 12,562 5,821 

合計 128,155 26,283 101,870 



(有価証券関係) 

  

前連結会計年度末 (平成17年３月31日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

  種類 取得原価(千円)
連結貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの 

(1) 株式 50,178 109,078  58,900

(2) 債券 ― ― ―

 ①国債・地方債等 ― ― ―

 ②社債 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 50,178 109,078  58,900

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの 

(1) 株式 ― ― ―

(2) 債券 ― ― ―

 ①国債・地方債等 ― ― ―

 ②社債 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 50,178 109,078  58,900

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

166,639 73,103 ― 

  連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券  

 非上場株式 139,414

 匿名組合出資金 5,739,461

合計 5,878,875



当連結会計年度末 (平成18年３月31日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

  種類 取得原価(千円)
連結貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの 

(1) 株式 435,956 675,950 239,994

(2) 債券 ― ― ―

 ①国債・地方債等 ― ― ―

 ②社債 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 435,956 675,950 239,994

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの 

(1) 株式 ― ― ―

(2) 債券 ― ― ―

 ①国債・地方債等 ― ― ―

 ②社債 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 435,956 675,950 239,994

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

88,978 70,694 ― 

  連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券  

 非上場株式 995,683

 匿名組合出資金 9,263,689

合計 10,259,372



（デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（平成17年3月31日） 

  当社グループのデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 

当連結会計年度（平成18年3月31日） 

  当社グループのデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）取引の内容 

  当社グループの利用しているデリバティブ取引は、

金利スワップ取引であります。 

(1）取引の内容 

同左 

(2）取引に関する取組方針 

  当社グループのデリバティブ取引は、将来の市場金

利の変動によるリスク回避を目的としており、投機的

な取引は行わない方針であります。 

(2）取引に関する取組方針 

同左 

(3）取引の利用目的 

  当社グループのデリバティブ取引は、借入金利等の

将来の金利市場における金利上昇による変動リスクを

回避する目的で利用しております。 

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

(3）取引の利用目的 

同左 

 ① ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採用しております。 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

 ② ヘッジ手段と対象 

   ヘッジ手段 金利スワップ取引 

   ヘッジ対象 借入金 

 ② ヘッジ手段と対象 

   ヘッジ手段 金利スワップ取引、為替予約取引 

   ヘッジ対象 借入金、営業投資有価証券 

 ③ ヘッジ方針 

   相場変動リスクの回避のため対象の資産の範囲内

でヘッジを行っております。 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

 ④ ヘッジの有効性の評価方法 

   ヘッジ対象とヘッジ手段の重要な条件が同一であ

るため、有効性の事後的評価を省略しております。 

 ④ ヘッジの有効性の評価方法 

同左 

(4）取引に係るリスクの内容 

  金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスク

を有しております。 

  なお、取引相手先は高格付けを有する金融機関に限

定しているため、信用リスクはほとんどないと認識し

ております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 

  デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、経理

部内で行っております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

同左 



（退職給付関係） 
  

  

（税効果会計関係） 
  

  

前連結会計年度 （自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）   

  該当事項はありません。 

  

当連結会計年度 （自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）   

  該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

繰延税金資産  

 未払事業税否認 30,600千円

 未払事業所税否認 461

 その他 132

繰延税金資産合計 31,194

繰延税金負債  

 固定資産圧縮積立金 △786,589

 匿名組合出資分配損 △26,097

 その他有価証券評価差額金 △32,220

繰延税金負債合計 △844,907

繰延税金負債の純額 △813,712千円

  

繰延税金資産   

未払事業税否認 56,954千円

営業投資有価証券
評価損否認 

17,234  

繰延ヘッジ損失否認 10,255  

子会社繰越欠損金 58,266  

その他 50  

繰延税金資産小計 142,761  

評価性引当額 △58,266  

繰延税金資産合計 84,495  

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金 △777,984  

その他有価証券評価差額金 △188,186  

繰延税金負債合計 △966,170  

繰延税金負債の純額 △881,674千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の5以下で

あるため、注記を省略しております。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

同左 



（セグメント情報） 
  

【事業の種類別セグメント情報】 
前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

事業は、当社グループの企業理念及び事業内容を考慮して区分しております。 

  

２ 各区分に属する主要な業務内容、サービスの内容 

  

３ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

  

４ 資産のうち、消却または全社の項目に含めた全社資産 

  

  

マーチャン

ト・バンキ

ング事業  

（千円） 

ホスピタリ

ティ＆ウェ

ルネス事業 

（千円） 

その他事業

(千円) 
計（千円） 

消去または

全社 

（千円） 

連 結

（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

(1)外部顧客に対する売上高 1,495,231 1,094,857 20,605 2,610,694 － 2,610,694 

(2)セグメント間の内部売上高

または振替高 
－   －    － － 

計 1,495,231 1,094,857 20,605 2,610,694 － 2,610,694 

営業費用 308,182 1,128,371 22,449 1,459,003 157,521 1,616,525 

営業利益又は営業損失(△) 1,187,048 △33,514 △1,843 1,151,690  (157,521) 994,169 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的

支出 
            

資産 7,795,715 2,231,013 55,458 10,082,187 1,410,654 11,492,841 

減価償却費 22,501 26,353 351 49,206 17,868 67,075 

資本的支出 68,243 107,868 6,533 182,645 3,218 185,863 

  事業区分 主要業務及びサービス 

  マーチャント・バンキング事業 投資業務（不動産、企業株式）、不動産賃貸業務、 

その他業務 

  ホスピタリティ＆ウェルネス事業 ボウリング場、ホテル、スイミング・スクール経営 

  その他事業 繊維事業 

    
当連結会計年度 

（千円） 
主な内容 

  消去または全社の項目に含

めた配賦不能営業費用 
157,521 当社の管理部門に係る費用であります。 

    
当連結会計年度 

（千円） 
主な内容 

  
消却または全社の項目に含め

た会社資産 
1,410,654 

 当社での余資運用資金（現金及び投資

有価証券、管理部門に係る資産でありま

す。） 



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

事業は、当社グループの企業理念及び事業内容を考慮して区分しております。 

  

２ 各区分に属する主要な業務内容、サービスの内容 

  

３ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

  

４ 資産のうち、消却または全社の項目に含めた全社資産 

  

  

マーチャン

ト・バンキ

ング事業  

（千円） 

ホスピタリ

ティ＆ウェ

ルネス事業 

（千円） 

その他事業

(千円) 
計（千円） 

消去または

全社 

（千円） 

連 結

（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

(1)外部顧客に対する売上高 5,574,015 2,606,697 83,429 8,264,141 － 8,264,141 

(2)セグメント間の内部売上高

または振替高 
 255,060 － －    255,060  (255,060) － 

計 5,829,075 2,606,697 83,429 8,519,202  (255,060) 8,264,141 

営業費用 3,345,982 2,459,499 86,996 5,892,477 277,491 6,169,968 

営業利益又は営業損失(△) 2,483,093 147,199 △3,567 2,626,725 (532,552) 2,094,172 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的

支出 
            

資産 14,359,591 2,781,256 80,794 17,221,642 6,072,988 23,294,630 

減価償却費 98,567 14,364 1,065 113,997 1,333 115,330 

資本的支出 404,285 277,036 1,750 683,072 3,381 686,454 

  事業区分 主要業務及びサービス 

  マーチャント・バンキング事業 投資業務（不動産、企業株式）、不動産賃貸業務、 

その他業務 

  ホスピタリティ＆ウェルネス事業 ボウリング場、アミューズメント、ホテル、スイミング・ス

クール経営 

  その他事業 繊維事業 

    
当連結会計年度 

（千円） 
主な内容 

  消去または全社の項目に含

めた配賦不能営業費用 
258,122 当社の管理部門に係る費用であります。 

    
当連結会計年度 

（千円） 
主な内容 

  
消却または全社の項目に含め

た全社資産 
6,301,083 

 当社での余資運用資金（現金及び投資

有価証券、管理部門に係る資産でありま

す。） 



【所在地別セグメント情報】 
   前連結会計年度 （自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 
    本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいず

れも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 
  
   当連結会計年度 （自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 
    本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいず

れも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 
  
  
【海外売上高】 
   前連結会計年度 （自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 
    海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 
  

   当連結会計年度 （自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 
    海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 
  

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
重要性の判断基準によって判定した結果、当連結会計年度において開示すべき取引はありません。 

  
当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
重要性の判断基準によって判定した結果、当連結会計年度において開示すべき取引はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

  

  

  

  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 １７７円７９銭 １株当たり純資産額 １３１円０２銭

１株当たり当期純利益  １７円５９銭 １株当たり当期純利益 １４円２６銭

  
潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 

１４円１３銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。 

平成16年６月１日付で当社普通株式を、発行価格１株

につき70円で当社株主に対してその所有する株式１株の

割合をもって割当ました。当事業年度の１株当たり当期

純利益は、有償株主割当による新株式の発行が期首に行

われたものとして算出されております。 

平成17年11月21日付で当社普通株式を、１：２の割合

で株式分割いたしました。 

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の、

前連結会計年度における１株当たり情報は次の通りとな

ります。 

前連結会計年度 

1株当たり純資産額 

88円88銭 

1株当たり当期純利益 

8円79銭 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

―   

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益(千円) 586,598 1,159,107

普通株主に帰属しない金額(千円) 21,300 49,500

（うち利益処分による役員賞与金） (21,300) (49,500)

普通株式に係る当期純利益(千円) 565,298 1,109,607

普通株式の期中平均株式数(千株) 32,136 77,823

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定

に用いられた普通株式増加数の主要な内訳(千株) 
 

 転換社債 ― 267 

 新株予約権 ― 467 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在
株式の概要 

新株予約権（新株予約権
の数566個） 
 株主総会の決議日 
  平成16年６月25日 

新株予約権（新株予約権
の数1,142個） 
 株主総会の決議日 
  平成17年６月24日 



(重要な後発事象) 

 前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

    該当事項はありません。 

  

 当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当社は、平成18年5月26日に開催された取締役会にて決議され、同日付で締結した株式売買契約に基づき、平成
18年5月31日、株式会社石野コーポレーション（以下、「対象会社」という）の株式の100%を取得し、連結子会社
といたしました。 

  
１ 株式取得の理由 

対象会社は、現在、複数の不動産物件を保有し、不動産賃貸事業を行っております。今般、当社は、対象会
社株式の100％を取得し、連結子会社とすることで、今後、対象会社を通じた不動産投資事業の拡充をはかる
ことと致しました。当社グループにおいては、今後、対象会社を通じた不動産投資事業をマーチャント・バン
キング事業部門の一つに位置づけ、グループ全体の一層の収益力強化を図っていきたいと考えております。な
お、対象会社の臨時株主総会及び取締役会において、商号変更、代表者変更、本店所在地等の変更をいたしま
した。 

２ 対象会社の概要 

(1)商     号    株式会社石野コーポレーション 
(2)代  表  者    代表取締役 石 野 謙 司 
(3)所  在  地    東京都港区新橋二丁目12番7号 
(4)設 立 年 月 日    昭和12年4月16日 
(5)主な事業の内容    不動産の所有・賃貸・管理業務等 

    (6)資 本金    50百万円 
(7)総 資産    3,270百万円（平成17年9月期） 
３商号等変更後の対象会社の概要 

(1)商     号    株式会社エー・アイ・プロパティーズ 
（英文名：AI Properties Co.,Ltd.） 

(2)代  表  者    代表取締役 佐々木 博文（当社取締役） 
(3)所  在  地    東京都千代田区内幸町一丁目1番1号 
(4)主な事業の内容    不動産の所有、賃貸、管理、売買及び信託受益権の保有並びに売買 
(5)資 本金    50百万円 

  



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

(注) １ 2010年12月22日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債の行使に関する条件等は、次のとおりです。 

     行使により発行する株式  普通株式 

     転換価額の修正      2007年1月6日(日本時間。以下「決定日」という。)まで(同日を含む。)の10連続取引日(終値

のない日を除く。)の大阪証券取引所又は、当社普通株式が大阪証券取引所に上場していない

場合には、当社普通株式が上場しているその他の日本国内の証券取引所における当社普通株式

の普通取引の毎日の終値の平均値で、1円未満の端数を切上げた金額(以下「決定日価額」とい

う。)が、決定日において有効な転換価額を1円以上下回る場合には、転換価額は、2007年1月

23日(日本時間)以降、決定日価額に修正される。 但し、このように修正された後の転換価額

は、決定日に有効な転換価額の85％未満とはならないものとする。 

   ２ 連結決算日後５年以内における１年ごとの償還予定額の総額は4,025,000千円であります。 

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 平均利率は、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しています。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年以内における返済予定額は以下のとおりであります。

  

  

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

会社名 銘柄 発 行 
年月日 

発行価額の
総額 
(千円) 

行使価
額 
(円) 

前期末 
残高 

(千円) 

当期末 
残高 
(千円) 

償還 
期限 

新株予約権の
行使期間 

アセット・
インベスタ
ーズ株式会
社 

2010 年 12 月
22 日満期円
貨建転換社
債型新株予
約権付社債 

平 成 17
年 12 月
22日 

5,000,000 413 － 4,025,000 
平 成 22
年 12 月
22日 

自平成18年 
1月5日 
至平成22年 
 12月8日 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 
(平成年月日) 

短期借入金 2,575,000 4,249,500 1.88 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 256,868 558,968 2.29 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

759,976 1,326,633 2.18
平成19年４月30日～
平成22年10月31日 

合計 3,591,844 6,135,101 ― ― 

区分 
１年超２年以内
(千円) 

２年超３年以内
(千円) 

３年超４年以内
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

長期借入金 446,968 366,940 354,500 158,225



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  
  

   
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金    695,359 2,550,294   

２ 売掛金    4,443 19,357   

３ 有価証券    2,065,162 ―   

４ 営業投資有価証券 
※２
※６ 

  3,808,863 10,518,807   

５ 営業出資金 ※６   ― 3,104,500   

６ 営業貸付金 ※６   ― 87,500   

７ 商品    2,424 ―   

８ 貯蔵品    1,931 ―   

９ 販売用不動産 ※２   1,220,373 2,105,197   

10 前渡金    5,000 3,544   

11 前払費用    22,483 36,908   

12 繰延税金資産    22,731 ―   

13 未収消費税等    49,325 ―   

14 その他の流動資産    5,927 21,613   

流動資産合計    7,904,026 70.4 18,447,722 80.2 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産 ※１       

(1) 建物 ※２   1,106,000 1,464,906   

(2) 構築物    17,720 25,832   

(3) 機械及び装置    71,629 68,256   

(4) 工具器具備品    3,849 21,150   

(5) 土地 ※２   1,782,430 1,971,430   

有形固定資産合計    2,981,629 26.5 3,551,576 15.4 

２ 無形固定資産        

  電話加入権    299 300   

無形固定資産合計    299 0.0 300 0.0 

３ 投資その他の資産        

(1) 投資有価証券    113,927 372,601   

(2) 関係会社株式    120,002 220,002   

(3) 関係会社出資金    63,000 60,000   

(4) 出資金    ― 2,200   

(5) 長期貸付金    ― 173,953   

(6) 長期前払費用    ― 36,726   

(7) その他の 
投資その他の資産 

   47,422 130,244   

投資その他の資産合計    344,353 3.1 995,729 4.4 

固定資産合計    3,326,281 29.6 4,547,605 19.8 

資産合計    11,230,307 100.0 22,995,328 100.0 

       



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金  12,025 58,035  

２ 短期借入金 ※２  2,545,000 4,219,500  

３ １年以内返済予定の 
長期借入金 

※２  256,868 558,968  

４ 未払金  1,661 16,600  

５ 未払費用  7,481 105,618  

６ 未払法人税等  397,046 733,162  

７ 未払消費税等  ― 17,111  

８ 前受金  8,874 25,500  

９ 預り敷金・保証金  ― 102,694  

10 繰延税金負債  ― 6,399  

11 その他の流動負債  39,322 3,304  

流動負債合計  3,268,279 29.1 5,846,895 25.4

Ⅱ 固定負債     

 １ 新株予約権付社債  ― 4,025,000  

２ 長期借入金 ※２  759,976 1,326,633  

３ 繰延税金負債  836,443 875,274  

４ 預り敷金・保証金  41,514 61,358  

固定負債合計  1,637,934 14.6 6,288,266 27.4

負債合計  4,906,213 43.7 12,135,161 52.8

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※３  2,061,788 18.4 3,719,288 16.2

Ⅱ 資本剰余金     

  資本準備金 1,258,708 2,916,208    

資本剰余金合計  1,258,708 11.2 2,916,208 12.7

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金  84,500 106,000  

２ 任意積立金     

(1) 固定資産圧縮積立金 1,164,996 1,152,733    

(2) 別途積立金 700,000 1,864,996 700,000 1,852,733  

３ 当期末処分利益  1,017,433 2,008,661 8.7

利益剰余金合計  2,966,930 26.4 3,967,395 17.2

Ⅳ その他有価証券評価差額金  47,218 0.4 275,783 1.2

Ⅴ 自己株式 ※４  △10,552 △0.1 △18,509 △0.1

資本合計  6,324,093 56.3 10,860,167 47.2

負債資本合計  11,230,307 100.0 22,995,328 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  

   
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高        

１ マーチャントバンキン
グ収益 

 1,503,476 5,829,075     

２ ホスピタリティ＆ウエ
ルネス収益 

 230,710 1,734,187 100.0 53,491 5,882,566 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１ マーチャントバンキン
グ原価 

 296,239 3,210,594     

２ ホスピタリティ＆ウエ
ルネス原価 

 197,828 494,067 28.5 46,854 3,257,448 55.4 

売上総利益    1,240,120 71.5 2,625,117 44.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   201,103 11.6 398,296 6.8 

営業利益    1,039,016 59.9 2,226,821 37.9 

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息  376 2,464     

２ 受取配当金  4,682 1,352     

３ 為替差益  5,220 ―     

４ 雑収入  1,313 11,592 0.7 3,271 7,088 0.1 

Ⅴ 営業外費用        

１ 支払利息  65,420 137,814     

２ 新株発行費  27,055 18,687     

３ 社債発行費  ― 12,965     

４ 為替差損  ― 24,909     

４ 雑支出  2,088 94,565 5.5 2,630 197,006 3.4 

経常利益    956,043 55.1 2,036,903 34.6 

         



  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益     

１ 固定資産売却益 ※２ 721 10    

２ 投資有価証券売却益 73,103 70,694    

３ 関係会社出資金売却益 ― 73,824 4.3 500 71,204 1.2

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産除売却損 ※３ 419 176    

２ 役員退職慰労金 ― 10,111    

 ３ 前期損益修正損 ※４ ― 16,077    

 ４ 中途解約違約金 ― 419 0.0 1,262 27,628 0.4

税引前当期純利益  1,029,448 59.4 2,080,480 35.4

法人税、住民税 
及び事業税 

425,581 919,473    

法人税等調整額 △5,705 419,876 24.2 △77,748 841,725 14.3

当期純利益  609,572 35.2 1,238,755 21.1

前期繰越利益  407,860 809,816  

中間配当金  ― 39,910  

当期未処分利益  1,017,433 2,008,661  

       



売上原価明細書 

（イ） マーチャントバンキング原価明細書 

（ロ） ホスピタリティ＆ウエルネス原価明細書 

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額 構成比 金額 構成比

  (千円) (％) (千円)  (％)

不動産販売原価 245,003 82.7 ― ―

不動産、・出資金販売原価 ― ― 2,540,715 79.1

投資販売原価 ― ― 329,270 10.3

賃貸原価 51,236 17.3 340,608 10.6

マーチャントバンキング原価 296,239 100.0 3,210,594 100.0

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額 構成比 金額 構成比

  (千円) (％) (千円)  (％)

ボウリング事業部門原価 197,828 100.0 46,854 100.0

ホスピタリティ＆ウエルネス原価 197,828
100.0 

46,854 100.0



③ 【利益処分計算書】 

  

  

  
前事業年度

（株主総会承認日 
平成17年6月24日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成18年6月27日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益 1,017,433 2,008,661

Ⅱ 任意積立金取崩額  

１ 固定資産圧縮積立金 
取崩額 

12,263 12,263 12,610 12,610

合計 1,029,696 2,021,272

Ⅲ 利益処分額  

１ 利益準備金 21,500 25,000  

２ 配当金 177,079 246,515  

３ 役員賞与金 
 （うち監査役賞与金） 

21,300
(800) 

219,879
49,500
(2,000) 

321,015

Ⅳ 次期繰越利益 809,816 1,700,257

   



重要な会計方針 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 

その他の有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格に基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他の有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 匿名組合出資金については[10 その他財務諸表

作成のための基本となる事項の(4)匿名組合出資

金の会計処理]に記載しております。 

時価のないもの 

同左 

２ デリバティブ等の評価基準及び評価方法  

   時価法 

２ デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

同左 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   販売用不動産   個別法による原価法 

商品、貯蔵品 最終仕入法による原価法 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   販売用不動産   同左 

４ 固定資産の減価償却の方法 

  有形固定資産   定額法 

なお主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 32～50年 

機械及び装置 ５～10年 

４ 固定資産の減価償却の方法 

  有形固定資産   同左 

なお主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 32～50年 

機械及び装置 ５～10年 

５ 繰延資産の処理方法 

   新株発行費 

支出時に全額費用処理しております。 

５ 繰延資産の処理方法 

   新株発行費 

同左 

   社債発行費 

    支出時に全額費用処理しております。 

６ 引当金の計上基準 

貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権 

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しています。 

６  ――――――――――――――――――― 

  

７ リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処

理によっております。 

７ リース取引の処理方法 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 
（1）ヘッジ会計の方法 
   繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利ス
ワップの特例処理の対象となる取引については特例
処理を採用しております。 
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ヘッジ手段…金利スワップ 
   ヘッジ対象…借入金 
(3) ヘッジ方針 
   一部の借入金について、金利スワップ取引によ
り、金利変動リスクをヘッジしております。 
(4) ヘッジ有効性評価の方法 
   特例処理の対象となる金利スワップについては、

有効性の評価を省略しております。 

８ ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法 

同左 
  
  
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ヘッジ手段…金利スワップ、為替予約取引 
   ヘッジ対象…借入金、営業投資有価証券 
(3) ヘッジ方針 
  当社の内部規定に基づき営業活動及び財務活動にお
ける為替変動リスクをヘッジしております。 
(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  



  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

９ その他財務諸表作成のための基本となる事項 

(1) 消費税等の会計処理 

     消費税等の会計処理は税抜方式によっていま

す。なお、控除対象外消費税については全額当

期の費用として処理しております。 

９ その他財務諸表作成のための基本となる事項 

（1） 消費税等の会計処理 

同左 

(2)  自社ファンドへ譲渡した不動産についての会計

処理 

販売用不動産のうち、自社ファンドへ譲渡した

動産については、売却損益を純額で売上高に計

上しております。 

  (2)  自社ファンドへ譲渡した不動産についての会計

処理 

同左 

（3)  営業投融資の会計処理 
     当社グループがＭ＆Ａ事業の営業取引として

営業投資目的で行う投融資(営業投融資)につい
ては、営業投資目的以外の投融資とは区分して
「営業投資有価証券」「有価証券」及び「営業
貸付金」として「流動資産の部」にまとめて表
示しております。また、営業投融資から生ずる
損益は、営業損益として表示することとしてお
ります。 

     なお、株式等の所有により、営業投資先の意
思決定機関を支配している要件および営業投資
先に重要な影響を与えている要件を満たすこと
もありますが、その所有目的は営業投資であ
り、傘下に入れる目的で行われていないことか
ら、当該営業投資先は、子会社及び関連会社に
該当しないものとしております。  

（3)  営業投融資の会計処理 
  当社グループがＭ＆Ａ事業の営業取引として
営業投資目的で行う投融資(営業投融資)につい
ては、営業投資目的以外の投融資とは区分して
「営業投資有価証券」「営業出資金」及び「営
業貸付金」として「流動資産の部」にまとめて
表示しております。また、営業投融資から生ず
る損益は、営業損益として表示することとして
おります。 
なお、株式等の所有により、営業投資先の意
思決定機関を支配している要件および営業投資
先に重要な影響を与えている要件を満たすこと
もありますが、その所有目的は営業投資であ
り、傘下に入れる目的で行われていないことか
ら、当該営業投資先は、子会社及び関連会社に
該当しないものとしております。 
  

(4)  匿名組合出資金の会計処理 

     当社は匿名組合出資金の会計処理を行うに際
して、匿名組合の財産の持分相当額を「有価証
券」「営業投資有価証券」として計上しており
ます。匿名組合の出資時に「有価証券」「営業
投資有価証券」を計上し、匿名組合が獲得した
純利益の持分相当額については、「売上高」に
計上するとともに同額を「有価証券」「営業投
資有価証券」に加減し、営業者からの出資金の
払戻しについては「有価証券」「営業投資有価
証券」を減額させております。   

     なお、匿名組合出資金は「営業投資有価証
券」または「有価証券」として流動資産の部に
表示しております。 

 (4)  匿名組合出資金の会計処理 
     当社は匿名組合出資金の会計処理を行うに際

して、匿名組合の財産の持分相当額を「営業投
資有価証券」「営業出資金」として計上してお
ります。匿名組合の出資時に「営業投資有価証
券」「営業出資金」を計上し、匿名組合が獲得
した純利益の持分相当額については、「売上
高」に計上するとともに同額を「営業投資有価
証券」「営業出資金」に加減し、営業者からの
出資金の払戻しについては「営業投資有価証
券」「営業出資金」を減額させております。な
お、匿名組合出資金は「営業投資有価証券」ま
たは「営業出資金」として流動資産の部に表示
しております。 



（会計処理の変更） 

  

  

(表示方法の変更) 
  

  

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

 ――――――――――――――――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))および

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基

準適用指針第6号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

(1) 証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）により、証券取引法第2条第2項において、

投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資

を有価証券とみなすこととされたことに伴い、匿名組

合契約による出資金は、前事業年度まで「匿名組合出

資金」として表示しておりましたが、当期より「営業

投資有価証券」または「有価証券」として表示してお

ります。なお、従来の匿名組合出資金は、「営業投資

有価証券」、「有価証券」にそれぞれ3,674,298千円

及び2,065,162千円含まれております。 

(2) 前事業年度における「アミューズメント収益」「ア

ミューズメント原価」は事業区分を見直したことに伴

い、「ホスピタリティ＆ウェルネス収益」「ホスピタ

リティ＆ウェルネス原価」とし表示しております。 

  

前事業年度まで「有価証券」（当事業年度1,195,632

千円）に含めていた不動産ファンド事業における株式会

社、有限会社及び有限責任中間法人への出資金を当事業

年度より「営業投資有価証券」、「営業出資金」にまと

めて計上し、その内訳を注記事項（貸借対照表関係※

6）にて開示しております。 

この変更は、当社の投資銀行業務の実態を簡潔かつ 

明瞭に表示するためのものであります。 



（追加情報） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

（追加情報） 

当社は、従来、投資銀行(マーチャントバンク)を標

榜し、投資事業を営んでおります。当社の事業のう

ち、将来性のある株式等を取得した後に、経営資源の

投入による支援を行うことでバリューアップを図り、

企業価値向上後の株式等の売却による営業収益を獲得

することを目的とするものがあります。 

また、当社の事業における営業投資は、直接投資先

の株式等を取得する場合、当該目的会社への匿名組合

出資により行われる場合等、その形態は様々であり、

その投融資の実態を明瞭に表示するため、当事業年度

より営業投資目的以外の「投資有価証券」「匿名組合

出資金」および「短期貸付金」とは区分して、それぞ

れ「営業投資有価証券」及び「営業貸付金」として流

動資産の部にまとめて表示することにいたしました。 

なおこの変更に伴い、前事業年度において投資その

他の資産の「関係会社株式」に含めて表示しておりま

した株式の一部(15,000千円)を流動資産の「営業投資

有価証券」に含めて表示することに変更いたしまし

た。 

  

――――――――――――――――――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は1,207,991千円

であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は1,280,428千円

であります。 

※２ 担保に供している資産は次のとおりであります。 

販売用不動産 1,166,491千円

建物 1,083,563 

土地 1,734,294   

計 3,984,348

※２ 担保に供している資産は次のとおりであります。 

営業投資有価証券 585,000千円

販売用不動産 1,687,220 

建物 1,029,666 

土地 1,734,294 

計 5,036,180 

上記に対応する債務 

短期借入金 1,670,000千円

１年以内返済予定長期借入金 206,868 

長期借入金 734,976 

計 2,611,844 

上記に対応する債務 

短期借入金 1,300,000千円

１年以内返済予定長期借入金 401,968 

長期借入金 1,291,633 

計 2,993,601 

※３ 会社が発行する株式 普通株式 124,000,000株

発行済株式総数 普通株式 35,465,398株

※３ 会社が発行する株式 普通株式 124,000,000株

発行済株式総数 普通株式 82,291,567株

※４ 自己株式の保有数 普通株式 49,427株 ※４ 自己株式の保有数 普通株式 119,701株

  ５  （配当制限） 

有価証券の時価評価により、純資産額が47,218千

円増加しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第3号の規

定により、配当に充当することが制限されておりま

す。 

５  （配当制限） 

有価証券の時価評価により、純資産額が275,783千

円増加しております。 

なお、当該金額は旧商法施行規則第124条第3号の

規定により、配当に充当することが制限されており

ます。 

※６ 営業投資有価証券、営業出資金及び営業貸付金 

の内訳 
（1）営業投資有価証券        

（単位 千円） 

（注）匿名組合出資金等は証券取引法第２条第２項
において、有価証券とみなされる出資金であ
ります。 

（2）営業出資金          
 （単位 千円） 

（3）営業貸付金           
（単位 千円） 

不動産部門 M&A部門 合計 

匿名組合
出 資 等
(注) 

1,344,689 7,914,576 9,259,266 

株式 － 1,259,540 1,259,540 

合計 1,344,689 9,174,117 10,518,807 

不動産部門 M&A部門 合計 

匿 名 組
合 出 資
等(注) 

3,080,000 － 3,080,000 

出資金 － 24,500 24,500 

合計 3,080,000 24,500 3,104,500 

不動産部門 M&A部門 合計 

貸付金 87,500 － 87,500 

合計 87,500 － 87,500 



(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は

次のとおりであります。 

役員報酬 46,000千円

租税公課 26,881 

支払手数料 22,893 

減価償却費 21,838 

旅費 16,857 

給料手当 16,445 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は

次のとおりであります。 

役員報酬 62,974千円

支払手数料 103,332 

租税公課 58,687 

旅費交通費 26,864 

給料手当 25,490 

報酬 22,191 

   なお、販売費及び一般管理費中の販売費と一般管

理費の割合は、おおよそ9：91であります。 

   なお、販売費及び一般管理費中の販売費と一般管

理費の割合は、おおよそ5:95であります。 

※２ 固定資産売却益の内容は下記のとおりでありま

す。 

建物 721千円

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

工具器具備品 10千円

※３ 固定資産除売却損の内容は下記のとおりでありま

す。 

建物 80千円

構築物 281 

機械装置 58 

計 419 

※３ 固定資産除売却損の内容は次のとおりでありま

す。 

機械装置 135千円

工具器具備品 41 

計 176 

  ※４ 前期損益修正損の内容は次のとおりであります。 

前期固定資産税 13,920千円

前期投資配当修正 2,157 



(リース取引関係) 

  

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引は重要性が低いた
め、注記を省略しております。 

  
  

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

        (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算出しております。 

（２）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

       １年内     18,295千円 

       １年超     77,754千円  

        合計      96,049千円 

        (注) 未経過リース料期末残高相当は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占 

める割合が低いため、支払利子込み法により算出しております。 

（３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び支払利息相当額及び減損損失 

            支払リース料     13,721千円 

            減価償却費相当額   13,721千円 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

            リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

     

     （減損損失について）  

      リース資産に配分された減損損失はありません。 

  

  

(有価証券関係) 

前事業年度末（平成17年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当事業年度末（平成18年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  取得価額相当額 

(千円） 

減価償却累計額相当

額       (千円） 

期末残高相当額 

   (千円） 

機械装置及び運搬具 109,771 13,721 96,049 



(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

  

前事業年度(平成17年３月31日) 当事業年度(平成18年３月31日) 

繰延税金資産   

未払事業税否認 30,600千円
未払事業所税否認 461  
その他 132  

繰延税金資産合計 31,194  

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金 △786,589  

 匿名組合出資分配損 △26,097  

  その他有価証券評価差額金 △32,220  
繰延税金負債合計 △844,907  

繰延税金負債の純額 △813,712千円
   

繰延税金資産   

未払事業税否認 56,954千円 
営業投資有価証券評価損否認 17,234  
繰延ヘッジ損失否認 10,255  
その他 50  

繰延税金資産合計 84,495  

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金 △777,984  

  その他有価証券評価差額金 △188,186  
繰延税金負債合計 △966,170  

繰延税金負債の純額 △881,674千円 
  

前事業年度(平成17年３月31日) 当事業年度(平成18年３月31日) 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
担率との間の差異が法定実効税率の100分の5以下
であるため、注記を省略しております。 
  

同左 



(１株当たり情報) 

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 178円57銭 １株当たり純資産額 132円16銭

１株当たり当期純利益 18円31銭 １株当たり当期純利益 15円28銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。 

平成16年６月１日付で当社普通株式を、発行価格１

株につき70円で当社株主に対してその所有する株式１

株の割合をもって割当ました。当事業年度の１株当た

り当期純利益は、有償株主割当による新株式の発行が

期首に行われたものとして算出されております。 

当該有償株主割当が前期首に行われたと仮定した場

合の、前事業年度における１株当たり情報はそれぞれ

次の通りとなります。 
  

前 事 業 年 度 

1株当たり純資産額 

135円74銭 

1株当たり当期純利益 

18円94銭 

なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在

しないため、記載しておりませ

ん。 

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 

15円14銭

  

平成17年11月21日付で当社普通株式を、１：２の割合

で株式分割いたしました。 

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の、

前事業年度における１株当たり情報は次の通りとなり

ます。 

  
前 事 業 年 度 

1株当たり純資産額 

89円28銭 

1株当たり当期純利益 

9円15銭 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

―   

  

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

当期純利益(千円) 609,572 1,238,755 

普通株主に帰属しない金額(千円) 21,300 49,500 

（うち利益処分による役員賞与金） (21,300) (49,500)

普通株式に係る当期純利益(千円) 588,272 1,189,255 

普通株式の期中平均株式数(千株) 32,136 77,823 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の

算定に用いられた普通株式増加数の主要な内

訳(千株) 

 

 転換社債 ― 267 

 新株予約権 ― 467 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

新株予約権（新株予約権

の数566個） 

株主総会の決議日 

  平成16年６月25日 

新株予約権（新株予約権

の数1,142個） 

株主総会の決議日 

  平成17年６月24日 



 (重要な後発事象) 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社は、平成18年5月26日に開催された取締役会にて決議され、同日付で締結した株式売買契約に基づき、平成
18年5月31日、株式会社石野コーポレーション（以下、「対象会社」という）の株式の100%を取得し、子会社とい
たしました。 

  
１ 株式取得の理由 

対象会社は、現在、複数の不動産物件を保有し、不動産賃貸事業を行っております。今般、当社は、対象会
社株式の100％を取得し、子会社とすることで、今後、対象会社を通じた不動産投資事業の拡充をはかること
と致しました。当社グループにおいては、今後、対象会社を通じた不動産投資事業をマーチャント・バンキン
グ事業部門の一つに位置づけ、グループ全体の一層の収益力強化を図っていきたいと考えております。なお、
対象会社の臨時株主総会及び取締役会において、商号変更、代表者変更、本店所在地等の変更をいたしまし
た。 

２ 対象会社の概要 

(1)商     号    株式会社石野コーポレーション 
(2)代  表  者    代表取締役 石 野 謙 司 
(3)所  在  地    東京都港区新橋二丁目12番7号 
(4)設 立 年 月 日    昭和12年4月16日 
(5)主な事業の内容    不動産の所有・賃貸・管理業務等 

    (6)資 本金    50百万円 
(7)総 資産    3,270百万円（平成17年9月期） 
３商号等変更後の対象会社の概要 

(1)商     号    株式会社エー・アイ・プロパティーズ 
（英文名：AI Properties Co.,Ltd.） 

(2)代  表  者    代表取締役 佐々木 博文（当社取締役） 
(3)所  在  地    東京都千代田区内幸町一丁目1番1号 
(4)主な事業の内容    不動産の所有、賃貸、管理、売買及び信託受益権の保有並びに売買 
(5)資 本金    50百万円 

  
  



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

【その他】 

  

投 
資 
有 
価 
証 
券 

そ 
の 
他 
有 
価 
証 
券 

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 

    

株式会社関西アーバン銀行 214,000 118,770   

イーアセット投資法人 460 222,180   

その他６銘柄 14,443 31,651   

小 計 228,903 372,601   

営 
業 
投 
資 
有 
価 
証 
券 

そ 
の 
他 
有 
価 
証 
券 

      

株式会社ビーアイジーグループ 5,000 335,000   

株式会社キュアリアス 1,600 80,000   

その他８銘柄 502,587 161,777   

小 計 509,187 576,777   

合 計 738,090 949,378  

営 

業 

投 

資 

有 

価 

証 

券 

そ 

の 

他 

有 

価 

証 

券 

種 類 及 び 銘 柄 投資口数等 貸借対照表計上額(千円) 

Asset Managers (CHINA) Fund Co.,Ltd. ― 2,530,101 

有限会社エーアイバリューパートナーズ匿名組合 ― 1,503,324 

有限会社マージャー・キャピタル匿名組合   1,402,367 

有限会社ケイン匿名組合 ― 585,000 

有限会社エストレア匿名組合 ― 560,000 

有限会社アクア・スプラッシュ匿名組合 ― 478,564 

Sino-JP Investements  ― 441,931 

有限会社ネモフィラ匿名組合 ― 400,000 

ジェイ・ブリッジ株式会社匿名組合 ― 309,545 

有限会社ジェミニキャピタル匿名組合 ― 309,576 

有限会社エンプレオ匿名組合 ― 286,026 

Eagle Hill Holdings  Co.,Ltd ― 237,762 

Sino-JP Fund Co.,Ltd ― 212,716 

有限会社ラピス匿名組合 ― 180,703 

その他16銘柄 ― 504,411 

  計   9,942,029 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注)  １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末 
残高 
(千円) 

有形固定資産         

 建物 2,202,707 424,244 ― 2,626,951 1,162,044 65,337 1,464,906 

 構築物 74,442 9,929 ― 84,372 58,540 1,818 25,832 

 機械及び装置 101,201 4,215 2,700 102,717 34,460 7,453 68,256 

 工具器具備品 28,838 20,994 3,300 46,532 25,382 3,057 21,150 

 土地 1,782,430 189,000 ― 1,971,430 ― ― 1,971,430 

有形固定資産計 4,189,620 648,384 6,000 4,832,005 1,280,428 77,666 3,551,576 

無形固定資産         

 電話加入権 299 10 9 300 ― ― 300 

無形固定資産計 299 10 9 300 ― ― 300 

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産         

― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 

建物 賃貸用不動産 211,000

建物 AMPLEX坂東内装設備 202,909



【資本金等明細表】 

  

（注）１ 当期末における自己株式数は119,701株であります。 

２ 平成17年７月11日を払込期日とする発行価格520円(うち資本組入額260円)の第三者割当増資(主な割当先、株式会社エ

フ・アール・ホールディング、伊藤忠商事株式会社)により、増加しております。 

３ 平成17年11月21日に、平成17年９月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、所有株

式を１株につき２株の割合をもって分割いたしました。 

４ 平成18年１月５日から平成18年３月31日までの間に、新株予約権の行使により、増加しております。 

  

【引当金明細表】 

 該当事項はありません。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (千円) 2,061,788 1,657,500 ― 3,719,288

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式  (注) (株) (35,465,398) (46,826,169) (     ―) (82,291,567)

普通株式 (千円) 2,061,788 1,657,500 ― 3,719,288

計 (株) (35,465,398) (46,826,169) (     ―) (82,291,567)

計 (千円) 2,061,788 1,657,500 ― 3,719,288

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

(資本準備金)  
 株式払込剰余金 

(千円) 1,258,708 1,657,500 ― 2,916,208

計 (千円) 1,258,708 1,657,500 ― 2,916,208

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金) (千円) 84,500 21,500 ― 106,000

(任意積立金) 
 固定資産圧縮 
 積立金 

(千円) 1,164,996 ― 12,263 1,152,733

 別途積立金 (千円) 700,000 ― ― 700,000

計 (千円) 1,949,496 21,500 12,263 1,958,733



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

１ 資産 

① 現金及び預金 
  

  

② 売掛金 
相手先別内訳 

  

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

③ 営業出資金 
  

  

区分 金額(千円)

現金 271

預金  

当座預金 113,591

普通預金 2,226,882

定期預金 200,016

別段預金 9,533

郵便貯金 485

小計 2,550,023

合計 2,550,294

相手先 金額(千円)

アセット・マネジャーズ株式会社 12,089

ドゥーア柿木畠賃料 6,544

星ヶ丘パークビル電気料他 723

合計 19,357

前期繰越高(千円) 
  
(Ａ) 

当期発生高(千円)
  
(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  
(Ｃ) 

次期繰越高(千円)
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

4,443 457,459 442,546 19,357 95.80 9.49

相手先 金額(千円)

有限会社エムズィー・ファイナンス匿名組合 2,640,000

有限会社ライラック匿名組合 440,000

その他８銘柄 24,500

合計 3,104,500



④ 販売用不動産 
  

     （イ）販売用土地 

 （ロ）販売用建物 

  
２ 負債 
① 買掛金 

  

   
② 短期借入金 

  

内訳 金額（千円）

販売用土地 1,201,258 

販売用建物 903,938 

合計 2,105,197 

地域別 面積（㎡） 金額（千円） 

関東地域 778.62 664,603 

北陸地域 1487.42 437,763 

中国地域 789.40 98,891 

合計 3055.44 1,201,258 

地域別 戸数（戸） 金額（千円） 

関東地域 3 350,495 

北陸地域 2 288,231 

中国地域 1 265,211 

合計 7 903,938 

区分 金額(千円)

蟻塚 彰一 他２名 30,000

島根県 16,952

新栄不動産ビジネス株式会社 3,094

大星ビル管理株式会社 2,572

三幸エステート株式会社 1,919

東京都 1,762

アセットコミュニティ株式会社 1,685

その他 48

合計 58,035

相手先 金額(千円)

株式会社十六銀行 1,600,000

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 897,500

株式会社関西アーバン銀行 755,000

株式会社広島銀行 585,000

株式会社岐阜銀行 200,000

株式会社みずほ銀行 104,000

株式会社北陸銀行 68,000

株式会社第三銀行 10,000

合計 4,219,500



③ 1年以内返済予定の長期借入金 

  
④ 新株予約権付社債 

（注）発行年月日、利率等については「第５経理の状況」「１連結財務諸表等」「（１）連結財務諸表」「⑤連結附属
明細表」の「社債明細表」に記載しております。 

  
⑤ 長期借入金 

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(千円)

株式会社関西アーバン銀行 150,468

株式会社百十四銀行 132,000

株式会社北陸銀行 96,000

株式会社広島銀行 55,000

株式会社りそな銀行 44,100

株式会社みずほ銀行 36,000

株式会社福岡銀行 25,000

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 20,400

合計 558,968

区分 金額(千円)

2010年12月22日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債 4,025,000

合計 4,025,000

相手先 金額(千円)

株式会社北陸銀行 396,000

株式会社関西アーバン銀行 260,908

株式会社みずほ銀行 225,000

株式会社広島銀行 210,000

株式会社りそな銀行 157,525

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 42,200

株式会社百十四銀行 35,000

合計 1,326,633



  

第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100株未満券 

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え   

  取扱場所 大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

  株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪支店証券代行部

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社本店・全国各支店

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

  株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪支店証券代行部

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社本店・全国各支店

  買取手数料 無料 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による
公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する。 
公告掲載URL 
http://www.assetinvestors.co.jp/ir/index.shtml 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社の親会社等である株式会社エフ・アール・ホールディングは、当社株式のみを保有する持株会社で、アセッ

ト・マネジャーズ株式会社の100％出資子会社であり、アセット・マネジャーズ株式会社は、継続開示会社でありま

す。 

(コード 2337 大阪証券取引所ヘラクレス) 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  

(1) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第２号の２(ストックオプシ
ョン制度に伴う新株予約権発行)の規定
に基づくもの 
  

  平成17年４月13日 
東海財務局長に提出。 

(2)  臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第８号(営業譲渡)の規定に
基づくもの 
  

  平成17年５月17日 
東海財務局長に提出。 

(3) 有価証券報告書 
及びその添付書類 
  

事業年度 
(第81期) 

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

  

  
平成17年６月24日 
東海財務局長に提出。 
  

(4) 有価証券届出書 
（第三者割当増資） 
及びその添付書類 

    平成17年６月24日 
東海財務局長に提出。 
  

(5) 有価証券届出書の 
訂正届出書 

平成17年６月24日提出の有価証券届 
出書（第三者割当増資）に係る訂正 
報告書 

  平成17年６月28日 
東海財務局長に提出。 
  

(6) 有価証券届出書 
（新株予約権証券） 
及びその添付書類 

    平成17年８月10日 
東海財務局長に提出。 
  

(7) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令 
第19条第１項及び同上第２項第２号 
の規定に基づくもの 

  平成17年12月６日 
東海財務局長に提出。 
  

(8)  半期報告書 (第82期中) 
  
  

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

  平成17年12月22日 
東海財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２４日

アセット・インベスターズ株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアセット・インベス

ターズ株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アセット・イン

ベスターズ株式会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 青 山 裕 治 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田 中 俊 之 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２７日

アセット・インベスターズ株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアセット・インベス

ターズ株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アセット・イン

ベスターズ株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年５月３１日に株式会社石野コーポレーションの株式の１００％を取得

した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 青 山 裕 治 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田 中 俊 之 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２４日

アセット・インベスターズ株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアセット・インベス

ターズ株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第８１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アセット・インベス

ターズ株式会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 青 山 裕 治 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田 中 俊 之 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２７日

アセット・インベスターズ株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアセット・インベス

ターズ株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アセット・インベス

ターズ株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年５月３１日に株式会社石野コーポレーションの株式の１００％を取得

した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 青 山 裕 治 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田 中 俊 之 
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